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１１１１．．．．はじめにはじめにはじめにはじめに    

１１１１．．．．１１１１    堀場製作所堀場製作所堀場製作所堀場製作所のののの底流底流底流底流にににに流流流流れるれるれるれる DNADNADNADNA        

｢私の人生には、自分の意思というのは一つも働いていないんです。これをやったらだめ

だったからこっちをやった。全部が、何かをやろうとしたら駄目で段々追い詰められてや

ったものです。｣ 

堀場製作所の創業者である堀場雅夫氏は、インタビュー(ASTEM｢創業者に学ぶ精神｣で

のインタビュー)でこのように語った。この‘自分の意思が一つも働いていない’というメッ

セージには、堀場製作所の製品開発や事業開発の考え方が凝縮していると思われる。 

このケースでは、堀場製作所の製品開発と事業開発についてインタビューと資料調査を通

じて分析する。 

‘自分の意思が一つも働いていない’とは、裏返せば‘自分以外の人々の意思や市場の力に

生かされてきた’ということであろう。堀場雅夫氏や堀場製作所にとっての‘自分以外の人々

の意志や市場の力との付き合い方’とはどんなものであったのか、その歴史に迫り、堀場製

作所の底流に流れる DNA を探りたい。 

    

１１１１．．．．２２２２    ケースケースケースケースのののの構成構成構成構成    

強力な製品開発力を通じて市場での独占的ポジションを有するに至った堀場製作所の

‘製品開発と事業開発の考え方’に光を当てるために、まず、創業・設立期から MEXA(自動

車排ガス測定装置)開発に至る堀場製作所の製品開発の歴史とその底流に流れる考え方を

俯瞰する。 

続いて、長年に亘る個々のエピソードを一連のつながりを持つ歴史的な出来事として紡

ぐための縦糸として、‘日立とのパートナーシップ’に迫る。 

堀場製作所は国内での製品販売を 1959 年から最近まで日立グループに依存してきた。

製品開発と製造は堀場が担当し、販売は日立グループの日製産業(現・日立ハイテクノロジ

ーズ)に委託するという業務形態が約 40 年間継続してきたのである。双方にとってのメリ

ットが余程大きくなければ、これほどの長期間に亘るパートナー関係を維持することはで

きなかっただろう。堀場製作所の製品開発と事業開発を影で支え、要所での重要な意思決

定に影響を与えた日立とのパートナー関係の成り立ちと提携解消の歴史に迫ることで、堀

場製作所の底流に流れる DNA を‘パートナーシップ’という縦糸で浮き彫りにしたい。 

更に最近、堀場厚社長になってからのアライアンスのあり方に見られる経営戦略の変化の
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兆しを示し、堀場製作所の DNA がどのような形で受け継がれてきたか、そして今後生か

されていこうとしているかを見ていく。 

 

２２２２．．．．堀場製作所堀場製作所堀場製作所堀場製作所におけるにおけるにおけるにおける製品開発製品開発製品開発製品開発とととと事業開発事業開発事業開発事業開発    

２２２２．．．．１１１１    創業創業創業創業・・・・設立期設立期設立期設立期のののの製品開発製品開発製品開発製品開発(1945(1945(1945(1945 年年年年～～～～1964196419641964 年年年年))))    

２２２２．．．．１１１１．．．．１１１１    堀場製作所堀場製作所堀場製作所堀場製作所のののの成成成成りりりり立立立立ちちちち    

a)a)a)a)堀場無線研究所堀場無線研究所堀場無線研究所堀場無線研究所のののの創業創業創業創業    

1945 年 10 月、堀場雅夫氏が京都市下京区烏丸通五条上ル、敷地 80 ㎡程の民家を借り

て創業した｢堀場無線研究所｣が堀場製作所の前身である。 

1945 年は第二次大戦の敗戦の年であり、堀場雅夫氏はそのとき、京都大学理学部原子核物

理学教室に籍を置く大学三回生であった。京都大学理学部教授を父に持つ堀場雅夫氏は、

将来、研究者の道を歩むことを希望し、原子核物理を専攻していた。しかし敗戦により、

原子核物理研究そのものが禁じられ、大学の実験設備が廃棄処分される中、堀場雅夫氏は

自らの研究所を作ろうと思い立った。 

堀場無線研究所の一階には借りてきた旧陸軍技術研究所の実験機材を並べ、家電製品の

修理で稼ぎつつ、友人から分けてもらった電池の極板を使った停電灯を開発して資金を稼

いでいた。その資金を用いて着手したコンデンサーの開発が、堀場製作所の始まりである。 

    

b)b)b)b)コンデンサーコンデンサーコンデンサーコンデンサーのののの開発開発開発開発    

エレクトロニクス産業の発展には良い部品が必要であるとの考えから堀場雅夫氏は、ま

ず故障したコンデンサーを集めて分析した。製品の中にはゴミが混じっており、絶縁皮膜

がうまく付いていないことが判り、コンデンサーの品質管理、特に酸化膜を作る溶液の状

態を一定にコントロールすることが必要であると考えた。そのために必要な測定器を探し

たが既製品には良いものが無い。そこで京大工業化学の西朋太先生、京都府立医大の吉村

寿人先生ら権威の指導を受けて、高精度の pH 計などを自前で製作し、コンデンサー開発

を進めた。 

試作したコンデンサーを大手の家電メーカに持ち込み、｢いくらでも欲しい｣との反応を

得て、堀場雅夫氏は工場建設に着手しようとする。しかし、工場建設資金が無い。製品を

買いたいといった家電メーカに資金支援を依頼したが断られてしまう。 

そうこうしている内に資金を出そうと申し出てくれる方が現れた。電気蓄音機用のモータ
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で国内有数の企業であった大阪今里にある安達製作所の社長である。1950 年 1 月のこと

で、調達した資金は 300 万円であった。今の貨幣価値に直せば数億円に相当する大金であ

る。 

さあ資金が出来た、工場を建てよう、資材を買おうというとき、1950 年 6 月に朝鮮戦

争が勃発し、大幅な物価高騰に見舞われた。工場建設資金は一挙に 3 倍に跳ね上がり、事

業計画は見直しが必要となった。 

｢恐る恐る件の社長に相談に行けば、『300 万円でも大変なお金なんや。900 万円などと

いう金額はどないもならん』と引導を渡された。実現寸前までいきながらあえなくこけて

しまったのである。（中略）コンデンサー開発で百万円あまりの借金がたまっている。親戚

とか親しい人の好意に甘えただけに、私は頭を抱えてしまった。｣(1992 年 4 月 私の履歴

書)こうして、あえなく当初の計画は頓挫してしまったのである。 

    

c)c)c)c)堀場製作所堀場製作所堀場製作所堀場製作所のののの設立設立設立設立とそのとそのとそのとそのパートナーパートナーパートナーパートナー    

借金返済のために、取り敢えず始めようと考えたのが、コンデンサー開発のために製作

した pH メータの製造・販売事業である。手作りでき、大きな設備投資も不要であり、少

ない資金で始められそうだった。 

｢この先は個人商店のようなものではなく、株式会社として再出発したいと考えた。父

に相談したら、父が親しくしている京都の経済人 2 人を紹介してくれた。1 人は、今はセ

ゾングループに入っている大沢商会の二代目、大沢善夫さん。もう一人は京福電鉄の当時

の社長、石川芳次郎さん。｣(1992 年 4 月 私の履歴書) 

｢若い者がそれだけ熱心にやるんやったらひとつ応援したろか｣と大沢、石川両氏がポケ

ットマネーで 10 万円ずつ出資してくれたことにより、他にも何人かの賛同者が現れ、合

計 100 万円の資本金が集まった。こうして 1953 年 1 月、株式会社堀場製作所が設立され

たのである。 

｢私たちは製品には自信があっても、売る方のことはさっぱり分からない。大阪に北浜

製作所という理化学機器の有力な商社があり、かつて父の教室へ出入りしていた。その縁

を頼って社長の青井捨三さんにアドバイスを求めたら、『これは将来性がある。うちが全国

の総代理店になりましょう。あなたは作ることに専念しなさい』という思いもかけないう

れしい返事が返ってきた。｣(1992 年 4 月 私の履歴書) 

こうして販売面での協力者を得て、pH 計の製造に専念する環境を確保することが出来
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た。 

研究開発面での強力な協力者の存在も見逃せない。｢三菱化成の研究所に、硫安の pH コ

ントロールを研究する岸本長彦さんという京大 OB がいた。この分野の私の指南役であり、

頼み込んで常務として迎えるがこれは少し後のことだ。もう一人、京大の西朋太先生には

以前から何かと相談に乗っていただいていた。｣(1992 年 4 月 私の履歴書) 

このように協力者が次々と現れた背景の一つには戦後の復興期にある日本における食

料や肥料市場の活況があった。日本では食料増産のため、肥料の増産が求められていた。

肥料の生産には良い硫安が必要で、その生産に必須の pH 計の需要は一層高まっていった

のである。 

資金、販売、技術に関わるパートナーを得て、堀場製作所は発足した。そこには、大学、

産業界など様々なパートナーによる支援や市場の成長の波という追い風に支えられつつ、

自分の製品開発力に自信を持ち、製品開発に集中していくという、その後の堀場製作所の

ビジネスの原型が見られる。‘自分の意思が一つも働いていない、即ち、自分以外の人々の

意思や市場の力に生かされてきた’という堀場雅夫氏の想いがここに現れている。 

 

２２２２．．．．１１１１．．．．２２２２    pHpHpHpH 計計計計からからからから赤外線赤外線赤外線赤外線ガスガスガスガス分析計分析計分析計分析計のののの開発開発開発開発へへへへ    

a)a)a)a)分析機器分析機器分析機器分析機器のののの専業専業専業専業メーカメーカメーカメーカへへへへ    

国の食料増産政策を受けて、国内の化学メーカは肥料の増産に躍起になっていた。良質

な化学肥料の生産のために pH メータは爆発的に売れ、堀場製作所の経営基盤が確立され

ていった。 

｢『分析機器の専業メーカとして生きていこう』。世の中から認められ、進むべき道が見

えてきた私は決意を新たにしました。｣(2007 年 5 月 24 日 産経新聞｢いま、語る 関西人

国記｣) 

分析機器の専業メーカとして堀場製作所が成長していくには pH メータだけでは心もと

ない。物質の状態は液体、気体、固体の 3 種類があるが、pH メータで分析できるのは液

体だけである。分析機器の専業メーカとして分析機器のラインナップを揃える必要がある。

こうして堀場製作所は、pH メータの次の事業として、液体以外の分析機器の製品開発に

取り組んでいった。 

    

b)b)b)b)赤外線赤外線赤外線赤外線ガスガスガスガス分析計開発分析計開発分析計開発分析計開発    
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気体分析として取り組んだのは工業用ガス分析計である。当時の気体の分析方法として

は、①気体の拡散速度の差を利用するガスクロマトグラフ方式と、②赤外線で分子の動き

を調べる赤外線分光分析方式の 2 種類があり、一般に①の方が主流と見られていた。①は

測定に時間がかかるが数種類の気体を一度に分析できるメリットがあり、②は複数の気体

を分析することが出来ない代わりに短時間で結果がだせるメリットがあった。 

堀場雅夫氏は、｢『産業界でこれから必要とされるのはスピードだ』と考え、赤外線方

式に取り組むことに決めました｣(2007 年 5 月 24 日 産経新聞｢いま、語る 関西人国記｣)

と説明している。 

    

c)c)c)c)赤外線赤外線赤外線赤外線ガスガスガスガス分析分析分析分析ののののコアコアコアコア技術技術技術技術    

赤外線ガス分析のための分光光度計は、当時既に国産品が市場に出回っていたが、コア

となるプリズム用赤外線単結晶だけは輸入に頼っており、日本の技術は立ち遅れていた。 

1954 年に堀場製作所は京都大学理学部帰山研究室と協同で、プリズム用赤外線単結晶の

開発を開始し、ほぼ一年後には合成単結晶の販売を開始した。この単結晶を利用するセル

の窓材は、当時 1 枚当り 10,000 円で輸入されており、ガス分析計一台当りに 10 枚程度を

使用していた。大卒新入社員の初任給が 7,000 円程度の時代であった。 

量産によるコストダウンもあり、輸入に頼っていた日立など大手家電メーカにも、堀場

製作所は単結晶を大量に供給することになった。この単結晶開発と事業化は堀場製作所の

競争力を大きく高めることになる。このとき開発した単結晶製造技術は堀場製作所のコア

技術の一つとなっていくのである。 

こうして 1957 年 12 月、赤外線ガス分析計の第一号が大阪大学の赤堀研究室に納品され

た。島津製作所による国産初のガスクロマトグラフ方式によるガス分析器の販売に遅れる

こと約１年後のことであった。 

この赤外線ガス分析計第一号機は、大きくて場所を取る設備であっただけでなく、客先

でガスを詰め直さなければならないなど、シール性やフィルタの耐久性などにおいて課題

を抱えたものであったという。 

その後、赤外線ガス分析計は 1962 年ごろから市販の普及型商品として、新たな技術を

採用して高感度・高応答性を持つ EIA 形に切り替えられ、富士製鐵(新日本製鐵)釜石に鉄

鋼ガス測定用として納入された他、植物同化作用の測定やアンモニア工場用としても使用

されるようになったが、開発当初からの課題は解決されないままであった。 
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堀場製作所のガス分析器の根本的な課題であった‘ガス漏れ’や‘フィルタの耐久性’は第一

号機開発時点から長く解決できておらず、継続的にシール構造や接着方法、設計変更など

の改良が図られてきた。1970 年代に堀場製作所がキー・コンポーネント強化施策として基

礎部品（ディテクタやフィルタなど）の社内生産体制を整備し、社内で継続的に技術改善

がなされる中で、赤外線ガス分析のいくつかのコア技術が確立され、懸案だった課題も解

決されていったのである。 

    

d)d)d)d)赤外線赤外線赤外線赤外線ガスガスガスガス分析技術分析技術分析技術分析技術をををを用用用用いたいたいたいた‘‘‘‘呼気呼気呼気呼気ガスガスガスガス分析装置分析装置分析装置分析装置’’’’のののの開発開発開発開発    

堀場製作所の赤外線ガス分析技術は、その高速応答性を活かして、人間の吐く息で病気

の有無を調べる医療用の呼気ガス分析装置や自動車の排ガス測定装置へと用途が拡大して

いくことになる。 

堀場製作所がもし、他のメーカのように世の趨勢であったガスクロマトグラフ方式を採

用していれば、高速応答性という強みを持つことはなく、結果として呼気ガス分析装置や

自動車の排ガス測定装置の開発に進むことは難しかったかもしれない。また、製品の継続

的な改善という技術開発努力がなされなければ、新たな用途開発を成功させることも出来

なかっただろう。 

赤外線方式に取り組むことを決め、その技術にこだわり続けた中で、新たな製品開発の

道が広がっていったのである。 

 

２２２２．．．．２２２２．．．．自動車排自動車排自動車排自動車排ガスガスガスガス測定装置測定装置測定装置測定装置(MEXA)(MEXA)(MEXA)(MEXA)誕生誕生誕生誕生(1965(1965(1965(1965 年年年年～～～～1977197719771977 年年年年))))    

２２２２．．．．２２２２．．．．１１１１    MEXAMEXAMEXAMEXA のののの原型原型原型原型    

1965 年に堀場製作所で‘自動車排ガス測定装置(MEXA)’第一号機が開発された。後に大

ヒット商品となるこの MEXA の開発の原型となったのは‘医学用呼気ガス分析器’であった。 

MEXA 開発は、1963 年に通産省工業技術院・資源技術研究所の八巻氏から｢自動車排ガス

を測りたいが、何か良い方法は無いだろうか？｣と問い合わせが舞い込んだことに始まる。 

ちょうど堀場製作所では、非分散形赤外線法(NDIR)を用いて、0.1 秒という抜群の応答性

を持った医学用呼気ガス分析計を開発していたころのことだった。 

堀場製作所は早速、この医学用ガス分析計の改良版を八巻研究室に持ち込み、受注に成

功したのである。 
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２２２２．．．．２２２２．．．．２２２２    堀場雅夫氏堀場雅夫氏堀場雅夫氏堀場雅夫氏のののの誤算誤算誤算誤算とととと開発者開発者開発者開発者のののの熱意熱意熱意熱意    

この案件が持ち込まれた際、‘クリーンな環境下で使用する医学用呼気ガス分析器’を‘汚

れた環境下での自動車排ガス分析’に使おうとする開発者の考えに反対していた堀場雅夫

氏は当時を振り返ってこのように述べている。 

｢工場を回っていたら見慣れない機械があった。話を聞くと‘自動車排ガス測定装置’だと

いう。‘社長が断ったものを開発するなどとんでもないやつだ。始末書を書け’と迫ったとこ

ろ、当の開発者は‘始末書は書きますが、この装置は将来性ありますよ、３台は売ります’

と言う。3 台も売れるんなら半年待ってやろう、と待っていたら 3 台どころか 10 台も売れ

た。｣(ASTEM｢創業者に学ぶ精神｣でのインタビュー)。 

｢まあ結果論としては、我々の会社の一本柱として大きく育ったということで、その時

に彼らが凄く従順で、私がダメと言ったら‘はいはい’と言っていたら、この部隊は成長して

いなかったんですかね。だから社長の言うことを全部反対したらうまくいくとは限らない

けどね。中にはやっぱり社長といえども 100 点やないんやから、それをしっかり見ている

社員もいないといけない、ということですね｣(2007 年 11 月 20 日 堀場雅夫氏インタビュ

ー) 

 

２２２２．．．．２２２２．．．．３３３３    市場環境市場環境市場環境市場環境のののの変化変化変化変化というというというという‘‘‘‘追追追追いいいい風風風風’’’’にににに支支支支えられたえられたえられたえられた製品開発製品開発製品開発製品開発    

1965 年に自動車排ガス測定専用装置第一号機(MEXA-１)が製品化されて以来、様々な

改良が加えられていった。 

1960 年代のアメリカに始まり、その後日本でも 1970 年 8 月から始まった一酸化炭素

(CO)排出規制は、堀場製作所を｢世界の HORIBA｣に飛躍させる原動力となった。CO 排出

規制の導入により、新車だけでなく使用中の自動車用の車検工場にも市場が広がる可能性

が高まってきた。この市場の変化は堀場製作所のMEXA開発の２つの流れを生み出した。 

一つは主に自動車メーカでの研究開発に用いられるシステム商品としての MEXA 開発で

ある 

MEXA は当初、新車を開発製造する自動車メーカが需要先であったため、研究所や工場

に合わせた一品一様の多品種少量生産であった。 

MEXA のコア技術は堀場が得意とする‘ガス分析を行う｢分析計｣’と、流量が大きく変動

する自動車排ガスを精度よく測定するために排ガスの一部をサンプルバックにためて測定

する｢定容量希釈サンプリング装置(CVS)｣の組み合わせにある。 
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このコア部分に加えて更に周辺設備の分野に進出するために、自動車の路上走行を室内

のローラー上で再現するシャシダイナモメータと制御ユニット、自動車の走行パターンを

人間に代わって再現する自動運転システム、更には分析計を含む装置システム全体を支え

るデータ処理装置などの製品群が開発されていった。 

堀場製作所は、ガス分析計＋CVS というコア・コンポーネントに周辺システムを加える

ことで、排ガス計測のシステムサプライヤーへと発展していったのである。 

もう一つは車検工場などで検査に用いられる移動可能な小型商品としての MEXA 開発で

ある。 

車検工場に MEXA を設置するためには、小型で移動可能、しかも自動車メーカとは比

べ物にならないくらい数多くの拠点に大量に、安定した品質で供給する技術が求められた。 

ガス分析計と CVS というコア技術を活用しつつ、開発の方向としてはシステム化、大型

化とは全く逆の、コンパクトで移動可能な量産・汎用機の開発が進められたのである。 

最初の MEXA 開発から 4 年後の 1969 年 11 月に、堀場製作所は車検工場用として、移動

可能で小型化した MEXA－200 を開発し、当初、月産 100 台からスタートし、翌年 9 月に

は月産 2,000 台の量産ラインを確立していた。 

しかし、この小型化への道は簡単なものではなかった。 

 

２２２２．．．．２２２２．．．．４４４４    MEXAMEXAMEXAMEXA----200200200200／／／／小型化小型化小型化小型化のののの取取取取りりりり組組組組みみみみ    

一桁安価な製品開発が必要だ、との堀場社長指示の下、価格目標を従来の 200 万円程度

から 20 万円程度とすることを目標に開発が進められた。家庭用電気機器に使用されてい

る部品を採用すれば廉価な製品開発ができるのではないか、として実際、分析計のセクタ

回転要素には、レコードプレーヤ駆動モータと回転機構が採用され、サンプリング用呼気

ポンプには金魚用空気ポンプが採用され、サンプルガスの流量監視用の流量計には電気掃

除機の目詰まりセンサを一部改良して採用された。こうして当初の目標を達成し、小型化

への道が開かれたのである。 

    

２２２２．．．．２２２２．．．．５５５５    自動車排自動車排自動車排自動車排ガスガスガスガス計測器計測器計測器計測器のののの技術技術技術技術    

自動車の排ガスを分析するには、排ガスのサンプリングが重要になる。原型であった呼

気ガスとは違って、自動車の排ガスはエンジンの回転数や出力変動によってガスの成分が

急激に変化する性質を持っている。MEXA 開発当初に採用されたのは、トータルバック法
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で、巨大なバックに排ガスを大量に直接摂取して測定する方法であった。この結果、設備

は大型化し、バック内で結露が生じて測定精度を下げてしまう欠点があった。 

分析計については独自の技術に自信を持っていた堀場製作所は、更にサンプリング技術

の開発を進め、米国で提唱されていた‘定容量希釈サンプリング法(CVS)’の開発に取り組ん

だ。この方法はガスを希釈することによりバック内での結露が防げ、比較的小型のバック

で十分なサンプリングができるなどのメリットがあった。ところがこの方法は、流量の圧

力依存があって補正が必要な上、ポンプ内部の汚れによる流量の経時変化が起こりやすい

という問題があった。 

これに代わる手法として堀場製作所が注目したのが、米国フィルコ・フォード社(米国自

動車メーカであるフォード社の関連会社)が有していた｢臨界流量ベンチュリ(CFV)を使用

した排ガス測定に関する特許｣である。 

堀場製作所は、この特許を購入することを決断し、CFV タイプの CVS を 1976 年に発

売した。この CFV‐CVS は排ガス認証用サンプリング装置として広く使用され、今やグ

ローバルスタンダードとなった。 

このように技術の外部調達にも支えられて、MEXA は徐々に世界中で CO 濃度測定など

に応用展開されたのである。堀場製作所は分析計については自社のコア技術として徹底的

に強化しつつ、必要なサンプリング技術については外部から導入して市場の期待に応えて

きた。 

自動車メーカの研究所用のシステム開発で高度な複合技術を習得すると同時に、小型量

産汎用品の開発で高度に信頼性の高い要素技術を習得していくことで、堀場製作所は排ガ

ス測定器で世界 No.1 の地位を確保したのである。 

 

３３３３．．．．日立製作所日立製作所日立製作所日立製作所とのとのとのとのパートナーパートナーパートナーパートナー関係関係関係関係をををを通通通通じたじたじたじた事業開発事業開発事業開発事業開発    

ここで、堀場製作所の製品開発と事業開発を影で支え、要所での重要な意思決定に影響

を与えた日立とのパートナー関係の成り立ちと提携解消の歴史に迫り、堀場製作所の底流

に流れる DNA を‘パートナーシップ’という縦糸で浮き彫りにしていく。 

 

３３３３．．．．１１１１    1959195919591959 年年年年 11111111 月月月月    日立日立日立日立とのとのとのとの業務業務業務業務・・・・技術提携技術提携技術提携技術提携    

堀場製作所は 1959年 11月(会社設立後 7年目)に日立製作所と業務・技術提携を行った。

日立と競合する商品全てを｢提携製品｣として、｢日立-堀場｣ブランドに統一した上で、両社
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の販路の重複を避けるため、日立製作所のグループ会社である日製産業の販売ルートで販

売することとしたのである。 

提携開始に伴い日立は堀場に資本参加した。1960 年 2 月に資本金を 14 百万円増資して

50 百万円とし、増資分の株式を日立が取得して 28%出資の株主となり、日立からの役員

も受け入れた。 

｢分析計を開発していていつも気にかかっていたのが基礎技術の弱さである。なにしろ

文字通り基礎なのですぐ商売に結びつかないし、それだけの陣容を抱える余裕もなかった。

もう一つ、産業界では分析計を単品としてではなく、計測管理の総合システムとして設置

する動きが出ていた。伸びていくにはシステムを一括受注できるような有力企業とのタイ

アップが効果的と思った。｣(1992 年 4 月 私の履歴書) 

｢私たちは研究開発型なのだから、研究開発に資源を集中して、売る方は専門家に任せ

ようやないか、というのが考え方でした。（中略）それは私が研究開発が好きだったという

こともあるし、現実的に限られた資源を全面的にばら撒けば、全てが 2 流品になるという

経営的な視点は間違いなくありました。研究開発・製品開発のコンセプト作りに集中して

‘本当に良いものを開発’すれば、お客様は買ってくれる｣(ASTEM｢創業者に学ぶ精神｣での

インタビュー) 

 

３３３３．．．．２２２２    日立日立日立日立とのとのとのとの関係関係関係関係のののの始始始始まりまりまりまり    

大手の中で日立製作所を提携相手に選んだ理由には、赤外線ガス分析用に堀場製作所が

製造する光学用結晶を日立の分析計向けに収めていたことによる縁もあったが、1958 年に

堀場雅夫氏が参加した‘日本生産性本部のアメリカ視察派遣団’で生まれた親しい関係も日

立との提携を後押しした。 

｢アメリカへ視察に行く時のチームの中に日立の主要メンバーがいましてね。その人と

45 日間ずっと一緒にいたから。うちが作っているような小型の計測器とかそういうのも作

っているんですよね。せやけど、向こうにしてみたらマイナーでね、やっぱり発電機とか

電気機関車とかいうところはメジャーやからみんないばっているけど、その人が回された

のはなんか、場末に回されたような感じでね・・・やっぱりモチベーションが十分でない

ので、悩んでいたんですよ、その人がね。だから、‘分かった。大体そんなもんはあんたの

ところがする物と違う。役割分担をしよう。うちが全部あんたのとこのを引き受けて作っ

てあげる’｣として日立との提携話が始まったという(2007 年 10 月 22 日 堀場雅夫氏イン
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タビュー)。 

    

３３３３．．．．２２２２．．．．１１１１    視察旅行視察旅行視察旅行視察旅行中中中中にににに決決決決まったまったまったまった提携提携提携提携のののの基本構想骨子基本構想骨子基本構想骨子基本構想骨子    

｢僕は日立と堀場が提携するけど、その商品については堀場が売るんやということにし

たらどうやと言ったんだけど、それでは日立の内部が絶対にウンとは言わんと。で、結局

はダブルブランドで行こうということになって、日立-堀場という商品にして日立でやって

いる商品も全部うちで引き取って作って、日立のルートで流す、という話をベースで旅行

中にしていて、それは帰ってからの話ですけど正式に契約したんです｣(2007 年 10 月 22

日 堀場雅夫氏インタビュー)。 

堀場製作所と日立との 40 年以上に亘る提携の基本骨子は、45 日という短期間の米国視

察中に話し合われ、既にある程度出来上がった話として、契約に纏め上げられ、締結され

ることになったのである。 

 

３３３３．．．．２２２２．．．．２２２２    日立日立日立日立にににに対対対対するするするする期待期待期待期待    

a)‘a)‘a)‘a)‘世界世界世界世界のののの中中中中でででで堀場堀場堀場堀場はははは小小小小さなさなさなさな企業企業企業企業であるであるであるである’’’’というというというという認識認識認識認識    

堀場雅夫氏によれば、日立との提携を推進した大きな理由は、‘世界の中で堀場製作所が

小さな企業である’という認識であった。 

「アメリカをいろいろ見ていまして、やはり凄く商品を作るまでの基礎的な研究とか開

発とかそういうものが凄く進んでいるんですよね。自分の会社の規模程度では、中々ベー

シックなものはできないな、なんとかしないといけないなと思って帰ってきたんです。」

(2007 年 11 月 20 日 堀場雅夫氏インタビュー) 

    

b)b)b)b)｢｢｢｢大型大型大型大型プラントプラントプラントプラント用分析計用分析計用分析計用分析計のののの総合受注総合受注総合受注総合受注｣｣｣｣対応力対応力対応力対応力のののの必要性必要性必要性必要性    

市場では、分析計を１商品でなく、計測管理の総合システムとして使用することを望ん

でいた。岩戸景気と呼ばれる高度経済成長の波の中で、市場は１分析計でなく、計測シス

テム一式を受注できる体制を求める傾向が強くなっていたのである。 

｢研究室用とは異なり、分析計がシステム設備の一環となれば、その市場確保のために

も計装システムを一括受注するような有力企業グループとのタイアップが必要になってき

たのである。｣(堀場製作所創立 25 周年記念誌 P18) 
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c)c)c)c)日立日立日立日立のののの‘‘‘‘人材人材人材人材、、、、資金資金資金資金、、、、技術技術技術技術’’’’    

小さな堀場が世界で競争するために日立に期待したことは、日立の人材と資金、技術で

あった。 

｢ひとつは日立アメリカに行ってですね、みんなやっぱり基礎がしっかりしてるんです

よね。基礎のテクノロジーがね。日本は応用が多いけどなかなか基礎に金をかけられない。

特に中小企業。で、帰って日立の中央研究所なんか行ったら、さすが、下手な大学よりも

すごい設備と人材でやっているし。これからやっていくのに基礎的な、そういうテクノロ

ジーを安い、安くというかそういうものがどんどん手に入って、アプリケーションを我々

ができるためには、どうしてもベーシックな技術を簡単に手に入れようしたら、大きなこ

ういう研究開発型の大企業と一緒に仕事をやらんかったら、世界に出るのも難しい｣(2007

年 10 月 22 日 堀場雅夫氏インタビュー)。 

従来から堀場製作所は大学とのパートナーシップを通じて基礎技術を確保してきた。堀

場製作所が大学でなく、日立との提携を考えた背景には、大学との協力関係では得られな

い日立への期待があったからである。 

「もちろん大学との間はずっと個人経営の時から、今で言う産学連携というんですか、

それはずっとやってきたんですが、しかし大学は大学でこちらのして欲しいことをやって

くれるわけではないですからね。向こうのやっているテクノロジーをいろいろこっちに導

入することはできても、こんなことやってくれ、あんなことやってくれと、やってくれる

わけではないし。（中略）そういうことを考えていくと、やはり大きな企業、特に日立の、

それ以前に中央研究所を見学させてもらっていたのですが、凄い人材はいるし、お金も使

っているし、ああいうところのテクノロジーを我々が導入したり、あるいはそういう所に

委託研究できればいいな、というのは潜在的に持っていたわけです。そういうことを全部

加味して、日立の一緒に行った人とも親しくなりましたからね。」(2007 年 11 月 20 日 堀

場雅夫氏インタビュー) 

    

３３３３．．．．２２２２．．．．３３３３    「「「「日立側日立側日立側日立側のののの堀場堀場堀場堀場にににに対対対対するするするする期待期待期待期待」」」」    

－－－－堀場堀場堀場堀場とととと似通似通似通似通ったったったった‘‘‘‘大企業大企業大企業大企業らしくないらしくないらしくないらしくない’’’’製品群製品群製品群製品群のののの整理整理整理整理    

双方にとってメリットある win-win の関係がなければ提携は成り立たない。堀場製作所

が想定した日立にとっての提携のメリットは、大企業らしくない製品群の整理であった。 

「たまたま日立も私どもが作っている機械と同じような機械を作っているんですね。でも
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その工場へ行ったらこれはまた逆に大企業が多種少量生産をやっているからいかにも効率

が悪いし、値段が高そうなんですよね。こんなことをしていたらダメだと。」(2007 年 11

月 20 日 堀場雅夫氏インタビュー)。 

堀場製作所が一流の大企業との提携を必要としているように、総合メーカである日立に

とっても、独自の技術を持つ専門メーカとの提携が大型プラントを受注するための競争力

強化に必要と考えていたのである。 

「あなたのところが作っているそういうものは全部うちが作ってあげましょうと。その

代わりに、いろんなベーシックなテクノロジーは導入したい、という話をして、それはお

互いに‘いいな’ということになった」(2007 年 11 月 20 日 堀場雅夫氏インタビュー) 

こうして提携を進める上で必要となるwin-winの関係構築に向けての双方の想いが一致

したのである。 

    

３３３３．．．．２２２２．．．．４４４４    堀場堀場堀場堀場がががが日立日立日立日立にににに対対対対してしてしてして守守守守ろうとしたことろうとしたことろうとしたことろうとしたこと    

堀場社内では、この提携を進める上でかなり意見が分かれたという。日立は提携に際し、

堀場製作所への資本参加と役員派遣を求めたため、堀場が日立のグループとなり、下請け

化され、経営の独立性を失うのではないか？という危機感を持つものがあったからである、

という。 

｢社内の意見は二分し、『経営的にまったく不安はないのにどうして日立と提携するの

か』『日立に全く吸収されてしまうのではないか』という不安がうずまいた｣(堀場製作所創

立 25 周年記念誌 P19) 

しかし、結局、堀場雅夫氏の意見を採用し、日立‐堀場の提携が始まることとなる。 

｢“日立製作所は単に分析機器だけでなく、総合技術で非常にすばらしいものをもっている。

こういう会社と今タイアップすべきだ。また日立は、日製産業という計測器専門のいい流

通機構を持っている。堀場製作所が今後、計測システムの開発から販売まで一貫してやる

には人と経費がかかりすぎる。堀場製作所は開発一本でいこう。製造は協力会社でやって

もらい、売る方は日立の販売ルート、日製産業で引き受けてもらおう”。堀場社長はそう考

え、日立製作所という一流の技術会社をあえて選んだのであった。｣(堀場製作所創立 25

周年記念誌 P19) 

提携構想が纏まったことにより、堀場製作所は日立からの資本参加と役員派遣を受け入

れることとなる。 
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｢むこうとしても機密保持の問題とか、いろいろありますから、ある程度の株を持ちた

いし、非常勤の役員を送り込むと。これは完全に商品の提携になりますんでね。私もそれ

は別に、技術ももらえて商売も出来るんだからということで、日立の役員を受け入れまし

ょう。株も持ってもらいましょうと。とんとん拍子で話が進みました。｣(2007 年 11 月 20

日 堀場雅夫氏インタビュー) 

しかし、日立の出資比率は株主総会の特別決議事項に関する拒否権を発動できる３分の

1 を下回る 28％に留まった。「日立は資本参加するものの堀場の経営は自律性が維持され

る出資水準であった。 

｢日立が結果的に筆頭株主になったんですよね。ただ経営は絶対、日立には渡さないこ

とで、それでずっとやってきたんです。｣(2007 年 10 月 22 日 堀場雅夫氏インタビュー)。 

｢(日立は)日立の商品を OEM で出して欲しいと言っていたんですが、でも私の会社は

OEM はかなわないと。日立ルートでも売られるんだからダブルブランドで行こうという

ことで‘日立－堀場’というブランドで出したんですね。日立ともあろうものがダブルブラン

ドで出す商品は無かったんですが、我々が開発して設計して生産した品物なんだから、単

なる OEM 製品では無いわけですから。｣(2007 年 11 月 20 日 堀場雅夫氏インタビュー) 

こうして、両社の製品のうち、pH メータなど重複するものは全て堀場が生産し、販売

は日立の子会社である日製産業ルートに一本化されることになった。独自の販路を持つ日

製産業の販売力は強力で、売上は急速に伸びていった。 

｢確かに企業規模の差はあるものの、技術力のアドバンテージでは譲れない堀場として

は、あくまでも対等なパートナーシップである、という認識を貫いた｣(堀場 50 周年記念誌

P21) 

堀場製作所は、対等の精神の下で、販路の独占性を手放す一方で、製品開発を強化し、

日立グループの基礎技術力とブランド力をも手に入れて世界市場での競争力を蓄えていっ

たのである。 

    

３３３３．．．．３３３３    販売提携販売提携販売提携販売提携についてのについてのについてのについての試行錯誤試行錯誤試行錯誤試行錯誤    

提携製品は‘堀場－日立’ブランドで生産され、日立、及び日製産業ルートで販売された。

堀場製品になじみのない日立の販売活動を支えるため、堀場の営業担当者 6 名が 6 ヶ月の

期限付きで、日製産業に出向した。堀場の従来の代理店であった北浜製作所などへの‘堀場

－日立’の関係を説明するとともに、新しく取引が開始される日立系の理化学機器代理店を
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訪問するなどの交流がなされた。 

販売提携は順調に始まったわけではなかった。提携開始から 3 年後の 1962 年、日本は

不況に突入しようとしており、日立製作所は家電を含む在庫一掃の方針を打ち出した。実

需でなく日立からの見込み手配に頼った製造を行ったことにより、当時の月販 3 千万円に

対し 5 ヶ月分に相当する約 1 億 5 千万円の在庫が積み上げられていた。一気に在庫一掃し

ては堀場製作所が倒産することに繋がるため 1964 年まで 3 年に分けて毎年 5 千万円ずつ

買い戻しを行うこととなった。この時期は、売上減少の穴を埋めるため、新製品の拡販で

機種レパートリーの拡大が求められた時期でもあった。 

｢買戻しが終了するまでの三決算期間、社員の新規採用もストップし、ひたすら付加価値

生産性を高めることに専念した(中略)最終ユーザと強く結びつき需要動向を踏まえながら、

生産・販売をすることの重要性と、売上高横ばいのまま付加価値生産性を高める苦しさを

首脳陣が改めて体験することにより、当社の企業体質は更に健固なものになった｣。(堀場

製作所創立 25 周年記念誌 P19) 

 

３３３３．．．．４４４４    日立日立日立日立からからからから得得得得たものたものたものたもの    

３３３３．．．．４４４４．．．．１１１１    管理手法管理手法管理手法管理手法のののの導入導入導入導入    

｢作業プロセスのマニュアル化と帳票システムの整備は日立との提携によってもたらさ

れた第一のものである。巨大企業における形式主義のプラス面もマイナス面も体験し、堀

場が維持しなければならないスピリットを他社との交流で実感した期間でもあったと思

う。｣(堀場 50 周年記念誌 P95))))    

    

３３３３．．．．４４４４．．．．２２２２    競合製品競合製品競合製品競合製品のののの堀場堀場堀場堀場へのへのへのへの移管移管移管移管    

提携に伴い競合する両社の製品は堀場に統合・移管されることとなった。｢提携の効果

は製品開発にも影響を与えていった。分析計は堀場が担当したが、記録計や調節計などの

電気・機械関係は日立の技術が導入された。また、契約に基づき、日立で作られていた分

析計も順次、堀場に生産が移管されていった。熱伝導式と磁気式のガス分析計は、日立の

多賀工場からもたらされたものである。両社の技術の融合で新たに生まれた製品もある。

1961 年に開発されたシリカ分析計は、基礎技術は日立からの移管であったが、最終的な製

品化には堀場の技術が活かされている。｣(堀場 50 周年記念誌 P94) 
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３３３３．．．．４４４４．．．．３３３３    ‘‘‘‘堀場堀場堀場堀場’’’’ののののプレゼンスプレゼンスプレゼンスプレゼンスのののの向上向上向上向上    

日立から移管された製品の納入先である火力発電関係や製鉄関係の事業所に‘堀場’の名

前が広く知れ渡るようになり、その後、煙道排ガス市場や、金属分析計市場への道を開く

きっかけとなった。(堀場 50 周年記念誌 P21) 

 

３３３３．．．．４４４４．．．．４４４４    堀場堀場堀場堀場のののの力力力力をををを製品開発製品開発製品開発製品開発にににに集中集中集中集中    

｢提携によって日立の持つ優れた総合技術が学べること、計測器専門の流通ルートを持

つ日製産業(現日立ハイテクノロジーズ)に販売を一任できる、というメリット｣の下、堀場

は自社の力を製品開発に集中した。 (堀場 50 周年記念誌 P21) 

 

３３３３．．．．４４４４．．．．５５５５    MEXAMEXAMEXAMEXA 開発開発開発開発のののの始始始始まりからのまりからのまりからのまりからの日立日立日立日立のののの関与関与関与関与    

1963 年に日製産業(現在の日立ハイテクノロジー社)の担当者と堀場の東京地区の営業

担当が通産省工業技術院・資源技術試験所の八巻直臣氏から製作打診を受けたのが、

MEXA 開発の始まりである(堀場 50 周年記念誌 P102、P246)。1959 年の日立グループと

の提携関係があったことも、MEXA 開発を後押ししたと考えられる。MEXA は長期間に

亘って堀場製作所を支える基盤製品となった。 

このように‘販売は日製産業に委託’し‘パートナーである日立の総合技術力とブランド力

を活用’しつつ、自らの資源を製品開発、しかも世界 No.1 を狙う特定領域に集中させるこ

とで、堀場製作所は長期間に亘って発展してきたのである。    

 

３３３３．．．．５５５５    日立日立日立日立とのとのとのとの提携解消提携解消提携解消提携解消    

堀場製作所は 2001 年に 40 年以上に亘る日立との提携関係を解消することとなる。 

2001 年 3 月、日経産業新聞は、｢堀場製作所は、日立製作所の子会社日製産業を主力製品

の国内総代理店とする販売体制を解消し、直接営業へと転換した。新たに全国 11 カ所に

営業拠点を設置し、主力の排ガス計測器などで顧客企業の需要をきめ細かく吸い上げる方

針である。｣と報じた。 

40 年に及ぶ提携解消の背景にはどのような理由があったのだろうか。 

    

３３３３．．．．６６６６    日立日立日立日立とのとのとのとの提携解消提携解消提携解消提携解消のののの背景背景背景背景    

３３３３．．．．６６６６．．．．１１１１    提携解消提携解消提携解消提携解消にににに至至至至るるるる２２２２つのつのつのつの問題問題問題問題    
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｢我々は日立製作所の本社との間には提携関係があったけれども、我々の商品は日立の

子会社である日製産業、今の日立ハイテクノロジーズという会社を通じて売っていたんで

すよ。ですからそこの販売契約の問題と日立との提携の問題と２つあったんです。｣(2007

年 11 月 20 日 堀場雅夫氏インタビュー) 

a)a)a)a)販売契約販売契約販売契約販売契約のののの問題問題問題問題    

堀場製作所は国内は日製産業経由、海外では直接堀場が販売してきた。pH メータの事

業化以降、自動車排ガス測定装置を始めとして、新開発商品は全て日製産業との契約上、

独占販売権を持つ日製産業を経由しなければ国内では販売できなかった。一方、海外には

日製産業が無く、堀場製作所が直接販売できた。 

｢(日立との提携開始から)43 年間やってきて今日現在において、提携のものすごいツケ

がきているわけです。というのは、作ればある程度は売れるという時代が過ぎ去って、間

接営業しているものだから、本当のお客の声が十分でない。間接的に入った情報から開発

するから、どうしても痒いところに手が届かないが故に、開発の投資の成功率が急激に悪

くなった。半世紀たって堀場自体の体質も変わってきた(ASTEM｢創業者に学ぶ精神｣での

インタビュー)。｣    

    

b)b)b)b)日立日立日立日立とのとのとのとの提携提携提携提携のののの問題問題問題問題（（（（堀場製作所自身堀場製作所自身堀場製作所自身堀場製作所自身がががが‘‘‘‘大大大大きくなったきくなったきくなったきくなった’’’’））））    

｢私どもの会社もある程度大きくなって、もう一つは日立の方はどちらかというと、こ

ちらの方に力を入れなくなったんですね。｣(2007年 11月 20日 堀場雅夫氏インタビュー) 

｢初めのうちは日立の技術も導入できたし、日立のブランドも大変大きいもの｣でした

(2007 年 11 月 20 日 堀場雅夫氏インタビュー)。｢その頃の日立というのは『技術の日立』

で、日本一、あるいは世界一と称せられていた日立ですから、我々としても非常に、技術

的な信頼性も、堀場全体の信頼性も上がったわけですし、我々としては非常に大きな利益

があったと思います。しかし、その後、段々と日立はそちらの方に力を入れなくなりまし

た。その分野における日立の業界での地位は下がってきましてね。かえって我々の方が、

我々はそこだけしかやっていませんから。それで世界展開していたから、かえって我々の

方の実力の方が遥かに上がってきたと思います。｣(2007 年 11 月 20 日 堀場雅夫氏インタ

ビュー) 

｢（日立の側でも）我々がやっている計測器というのは、技術者がたくさん必要で、研

究開発が必要で、利益率が悪い、ということであまり力を入れなくなった。だから、日立
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と提携している意味が我々にも無くなってきたんです。｣(2007 年 11 月 20 日 堀場雅夫氏

インタビュー) 

 

３３３３．．．．６６６６．．．．２２２２    日立日立日立日立とのとのとのとの提携解消提携解消提携解消提携解消ののののトリガートリガートリガートリガーとなったとなったとなったとなった日産自動車日産自動車日産自動車日産自動車・・・・ゴーンショックゴーンショックゴーンショックゴーンショック    

このように日立から得られるメリットが相対的に小さくなる中、提携解消のトリガーと

なる事件が起こる。1999 年 10 月に発表された日産リバイバルプランの影響、いわゆる‘ゴ

ーンショック’である。 

｢日立もそういう関係、集中と選択になって、(堀場とのような)そういう関係に力を入れ

なくなったし、日立自体のオペレーションというのも名前だけでね、販売の方もあまり積

極的にやらない。商権だけを取っているというので、これはちょっと問題やと。いずれこ

れは日立と袂を分かつ時期がくるんやないかと思っていたんですが、その一番大きいきっ

かけというのは、日産自動車にゴーンさんが来たときね。彼が何を手がけたかというと、

色んなことを手がけたけど、物を購入するということに対してすごくシビアやったんです

ね。で、今の貿易やないけれど、なぜメーカの間に商社が入っているんだと。商社はいっ

たい、商社は中へ入って稼いでええかもしれんけど、お客側にとってみて、この商社が入

っているということはお客に対してどれだけプラスになってるんやと。まずうちのところ

へ直接電話がかかってきて、日立が中へ入っているということによって、日産自動車がど

んな利益を上げているか説明せいと言ったんですよ。で、僕は昔から商権が日立にあるん

ですと。したがって、僕がどんな利益をあなたのところが上げているかということは分か

らないから、一番良いのは入っているところに、もし堀場と直接したらこういう問題が出

てきますよということを、そっちから説明させてくださいと言ったんですよ。そうしたら

分かったというので、日立の商社、日立系の商社のところへ質問しよった。お前のところ

が堀場の商品を取り扱っていることに対して、うちがどんなプラスになっているんやと。

色々情報を提供したりね、お客さんの要求とメーカーとの橋渡しをしていると言った。し

かし、日産とうちの間のメールのやり取りをみたら、そのメールの中に技術的な問題から

コストの値段の問題についても全部、そこで出来上がっていると。その中間に入っている

ところが何もしてないやないかと。(中略)。結局そうしているうちに、ある日突然にうち

のところへ、これからお前のところから直接買うと、その商社から購入はしないと言って

きたんです。｣(堀場雅夫氏との 2007 年 10 月 22 日 インタビュー)。 
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３３３３．．．．６６６６．．．．３３３３    日立日立日立日立とのとのとのとの資本関係資本関係資本関係資本関係のののの解消解消解消解消    

a)a)a)a)従来従来従来従来のののの流通経路流通経路流通経路流通経路のののの崩壊崩壊崩壊崩壊    

日産との間で日製産業を経由せず、直接販売することが自動車業界内で知れ渡る中、ト

ヨタや本田からも順次、直接販売へと切り替えるよう要請がなされ、従来の流通経路は雪

崩のように崩れ、直接販売の道が開けていくことになる。 

    

b)b)b)b)日立日立日立日立グループグループグループグループのののの事業再編事業再編事業再編事業再編によるによるによるによる日製産業日製産業日製産業日製産業とのとのとのとの競業関係競業関係競業関係競業関係のののの発生発生発生発生    

日立グループでも事業再編が始まっていた。2001 年 10 月に日立製作所の計測器グルー

プ、半導体製造装置グループとの事業統合に伴い、日製産業は「株式会社日立ハイテクノ

ロジーズ」となった。日立ハイテクノロジーズはその後も 2003 年に三洋ハイテクノロジ

ー株式会社（現 株式会社日立ハイテクインスツルメンツ）および三洋ハイテクサービス

株式会社（現 株式会社日立ハイテクインスツルメンツサービス）をグループ会社化する

など再編を加速していった。これらの事業再編により、長年に亘って競業なく形成されて

きた両社の協力関係（販売は日製産業、開発と製造は堀場）に競業関係が生まれたのであ

る。 

｢決定的に違ってきたのは 2003 年以降のことなんですけど、日製産業というのがなくな

って、日立の半導体部門のメーカになったんですよ。日立製作所から、半導体部門が日製

産業に再編されて日立ハイテクノロジーズという会社に変えられました。変えられてもう

商社じゃないんですよ。したがって、もし堀場がそのままずっと続けて販売を頼んでいた

ら、メーカとして競合になっているんですよ。｣(2007 年 11 月 6 日丹治部長、神馬氏イン

タビュー) 

    

c)c)c)c)日立日立日立日立によるによるによるによる堀場製作所株式堀場製作所株式堀場製作所株式堀場製作所株式のののの放放放放出出出出    

こうして自動車会社からのプレッシャーの下で、徐々に販売面での提携契約が外れてい

く中、事業再編を進めてきた日立は 2003 年 1 月、‘集中と選択’の考えの下で堀場製作所の

株式を市場に放出することになる。 

｢バブル崩壊後の 1 回、2 回ぐらいで株が凄く下がって、日立の経営自体があまり良くな

らなかった時に、向こうの関連会社の株を全部売る、ということになったんですね。(中略)

その中にうちも入ってまして、日立は筆頭株主でしたから、我々としても大変だったけど、

しかし、日立が株を売るということは堀場との契約を解消するということに等しいことで
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す。｣(堀場雅夫氏との 2007 年 11 月 20 日 インタビュー) 

｢日製産業との販売契約も、その日立ハイテクノロジーズの販売店もありますからね。

日立ハイテクノロジーズは卸屋さんで、それからまた小売屋さんに出してますからね。そ

の販売ルートの問題もあるから、それと同時に全部を切るというわけには行かないんで、

後2年程かけて、日立の販売店を堀場の販売店に切り替えて｣いった。(堀場雅夫氏との2007

年 11 月 20 日 インタビュー) 

    

d)d)d)d)日立日立日立日立によるによるによるによる堀場製作所堀場製作所堀場製作所堀場製作所へのへのへのへの出資比率出資比率出資比率出資比率のののの推移推移推移推移    

1960 年の出資以来、日立は徐々に出資比率を引き下げてきた。 

1960 年に 28％であった出資比率は 1980 年には 17%台にまで低下し、それ以降は増資

引き受けをしなかったため、1990 年には財務諸表規則上の関連会社に含まれる下限の出資

比率（15%）を下回る水準に出資比率は低下した。 

1960 年に資本参加した時点で 28%だった日立の出資比率は 1980 年には 17％台にまで

低下し、それ以降は増資を引き受けずにきたことから出資比率は漸減している。1990 年に

は‘財務諸表規則’の関連会社にさえ入らない水準(15％未満)に出資比率は低下している。こ

うして日立の財務諸表から堀場製作所が消えることになる。 

1971 年以降の堀場製作所が増資していく過程で日立が引き受け比率を低下させたのは、

オイルショックの影響で堀場に力を割く余裕がなかっただけではなく、元々、株主総会特

別決議事項に対する拒否権さえない水準をそもそも維持する理由は無かったものの、役員

を派遣し、販売業務を日立が担当している都合上、増資を全く引き受けないわけにもいか

なかったからだと想像される。1990 年という日本国を揺るがしたバブル崩壊の時には、既

に関連会社にも入らない水準である 15%を下回る水準にまで出資比率を低下させたこと

からも、日立グループは 40 年間に亘って、堀場製作所への経営参画より、経済環境の変

化への自社の対応や財務改善を優先してきたのだと考えられる。  

出資比率の推移から見る限り、日立による 2003 年の株式放出、堀場製作所との パート

ナーシップの解除は、‘起こるべくして起こった’のだとも言えよう。 

こうして堀場製作所と日立との 40年以上に及ぶ提携関係に終止符が打たれたのである。 
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日立の出資比率と持株数の推移
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３３３３．．．．７７７７    日立日立日立日立とのとのとのとの戦略的戦略的戦略的戦略的パートナーシップパートナーシップパートナーシップパートナーシップのののの評価評価評価評価、、、、総括総括総括総括    

堀場雅夫氏は、日立とのパートナーシップ関係を振り返って、以下のように述べた。 

｢日立と堀場との間は、スタートの時は確かに、日立も細かいものを作らずに済んだと

いうものがあるでしょうし、我々も日立というバックを名前に持ったということで非常に

良かった。でもある時期になって日立はそれにあまり興味が無くなった。我々も体質的に

そこそこになったと。まあこの提携というのは事実上もう、どちらにもそんなに大したメ

リットが無い。｣(堀場雅夫氏との 2007 年 11 月 20 日 インタビュー) 

｢日立は堀場の株が上がっていて、安く買ったからそれを売ることによって利益を得る

方が良いと思うし、我々も日立系列ということから外れましたから。(中略)役員も来てい

るということで、堀場は日立系の企業ということで、例えば東芝系とか三菱系というのは、

やっぱり同じ物を頼むにしたって、そういう情報が流れるのではないか、というふうな心

配もありますからね。(中略)我々も日立系列を外れましたから、完全に独立系の企業にな

ったから、世界中からの注文も入りやすくなった。｣(堀場雅夫氏との 2007 年 11 月 20 日 

インタビュー) 

堀場雅夫氏はまた、堀場製作所と日立という総合メーカとの競争戦略の違いについて、

以下のように総括している。｢日立は新入社員を 2000 人ぐらい毎年、しかも上の良い方ば

っかり採るんですよね。で、研究開発費も 2000 億とか 3000 億。我々のとこは確か 50 人

ぐらいしか採らない、開発費もそりゃ 20～30 億であると。だからといって日立に負ける
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かと思うと、我々のやっている分野だけ見たら、（日立では）大学出が 3 人ぐらいしか来

ないとか、開発費用も 1～2 億だと。それなら、その分野だけとらえたら我々は日立の 10

倍投資、人間も 10 倍、お金も 10 倍投資しているんだから、そりゃ勝つことが決まります

よね。だからやっぱり専業中堅企業といいますか、専業の企業というのは、一次でも二次

でも三次でもやっぱり強くなって、総合、なんでもありまっせというところは、一つ一つ

を見ると手薄になるということになってくるのではないでしょうかね。｣ 

 

４４４４．．．．経営戦略経営戦略経営戦略経営戦略のののの変化変化変化変化    

４４４４．．．．１１１１    日立日立日立日立とのとのとのとの提携解消提携解消提携解消提携解消がもたらしたがもたらしたがもたらしたがもたらした別別別別のののの効果効果効果効果    

堀場製作所は国内顧客に直接販売するようになり、日製産業のマージンを自らの利益と

できるようになったが、販売責任も問われるようになった。利益拡大の裏返しとして、営

業する者の主体性がより強く要求されるようになったのである。‘自分たちで売らないと売

れない’という危機感も後押しして、組織・事業戦略のマーケット志向への変化が現れる。

更に事業セグメント毎の注力製品の明確化が図られ、それに応じてアライアンスも‘技術的

な補完関係のある事業や会社まるごととの買収’という形に変わっていったのである。 

    

４４４４．．．．２２２２    組織組織組織組織・・・・事業戦略事業戦略事業戦略事業戦略のののの変化変化変化変化    

組織・事業戦略の変化を組織図の変化を通じて見てみる。 

【1996 年 9 月 21 日付組織図…統括部制のスタート】 
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堀場製作所は、従来の機能別組織を 1996 年 9 月に改め、4 つのビジネスセグメント(図

中の※‘統括部’)に区分した。日立との提携解消以前の段階で、既に機能別管理（営業本部、

生産本部、管理本部・・・）を事業別管理（統括部制）に改める動きがあったことには留

意を要する。国内の販売ルートを日立グループに依存し、日産リバイバルプランとその影
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響で自動車メーカへの直接納入を始めることとなる相当以前から、既に堀場社内では、事

業単位を４つに区分し、セグメント毎に事業戦略を立案し、日製産業に依存しないで事業

運営するための基本スタイルが形成され始めていたと言えよう。 

 

【2001 年 3 月 21 日付組織図…各統括部から営業部隊を集約】 
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日立との提携解消を発表した 2001 年 3 月時点で、堀場製作所ではビジネスセグメント

の各統括部から営業機能を集約して‘国内営業本部’を設置した。 

｢それまでの東京・大阪・名古屋・福岡の４ヵ所だったセールスオフィスを一気に７つ

増やし全国 11 ヶ所とした。絶対的に不足している営業部員を強化するため、新卒社員を

すぐに営業部署に配属すると同時に、即戦力として営業経験者の中途採用も実施した。｣(堀

場 50 周年記念誌 P188) 

前後するが 2000 年 7 月には補修サービス部門のを分社して、300 人強の従業員を要す

る‘㈱堀場テクノサービス(HTS)’を設立し、国内営業本部と連携した販売フォロー体制を強

化している。 

ビジネスセグメントとしては 2000 年 3 月時点で新事業統括センターを新設し、新商品

を積極的に事業化するための組織を導入するとともに、‘分析システム統括部’を‘環境・分

析システム統括部’に改編し、事業セグメントの特徴を明確化している（ただし、後で示す

とおり、有価証券報告書では 2006年まで‘環境’に注力した表現への変更が見送られている。

これは組織名称の変更と事業戦略明確化タイミングに時期的なズレがあったことを示して

いるように思われる）。 

また 2002 年 3 月には、海外営業部、医用システム営業部、半導体システム営業部を国

内営業本部に統合して‘営業本部’とし、海外を含めた全営業を結集した新体制がスタートし

ている。 
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【2007 年 11 月 1 日付組織図…海外本部の独立】 
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一旦は営業本部に統合した海外営業部門を 2007 年 11 月時点で‘海外本部’として独立さ

せている。 

新事業統括センターは無くなり、‘科学システム統括部’というビジネスセグメントが設置

されている。アドミセグメント、ビジネスサポートセグメントを含めて、組織が頻繁に変

更されてきた形跡が見られる。 

統合した国内営業と海外営業とを再度分離したのは、営業本部の中で組織的に埋もれて

しまいがちな海外営業部門を組織的に本部として独立させて、独自のノウハウを組織的に

継承させようとする意図の現われであろうとは考えられるが、他方では、まだまだ弱い部

分のある国内営業を強化するために、組織を動かしながら、従業員の意識に揺さぶりをか

けることにあるとも考えられる。 

堀場製作所は‘自分たちで売らないと売れない’という危機感の下で、組織・事業戦略をよ

りマーケット志向の強いものへと変化させようとしてきたのだと考えられる。 

 

４４４４．．．．３３３３    事業事業事業事業セグメントセグメントセグメントセグメント毎毎毎毎のののの注力製品注力製品注力製品注力製品のののの明確化明確化明確化明確化    

４４４４．．．．３３３３．．．．１１１１    有価証券報告書有価証券報告書有価証券報告書有価証券報告書のののの記載内容記載内容記載内容記載内容のののの変化変化変化変化    

堀場製作所の有価証券報告書に示されている事業別主要製品の記載内容を通じて、堀場

製作所が注力する製品を見ていく。堀場製作所の有価証券報告書の事業別主要製品は 2006

年度に大幅に変更された。この変更には、堀場製作所が戦略的に注力する製品を明確化す

ることが意図されていると考えられる。 
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４４４４．．．．３３３３．．．．２２２２    事業事業事業事業セグメントセグメントセグメントセグメントのののの概要概要概要概要    

先に触れたように 1996 年 9 月に導入された‘統括部’体制に応じて、堀場製作所の事業セ

グメントは①自動車計測システム機器部門、②分析システム機器部門、③医用システム機

器部門、④半導体システム機器部門の 4 つに区分されている。2002 年 3 月期以降 6 年度

に亘る各セグメントの売上高、営業利益、営業利益率、従業員数、会社数は下表の通りで

ある。 

a)a)a)a)事業事業事業事業セグメントセグメントセグメントセグメント別売上高別売上高別売上高別売上高    

2010.12
目標

自動車計測システム
分析システム 25,249 34%

21,131 23,582 27,022 34,446

合計

50,000
40,000
33,000
27,000

150,000

医用システム
半導体システム

20,349 27%
27,037 29,426 28,510 32,672
15,942 17,301 18,777 20,508

20,111
8,469 58%

35,054
22,989

92,492 105,665
18,183 18,039

116,099
14,391 14,764 40%

41,631 56%
5,761

78,501 85,073

2006.3

37,945

2003.3 2004.3 2005.3
2002.3

金額 ％

19%
14,350 19%
74,468 100%

14,520

17,596 86%
9,805 39%

2006.12
金額

'02.3対'06.12
増加額 増加率％

33%
30%
20%
17%
100%  

各セグメントは夫々全体の 2～3 割程度の売上高を担っている。自動車計測システム部

門の伸びが大きいのは 2005 年に買収したｶｰﾙ・ｼｪﾝｸ社(ﾄﾞｲﾂ、約 120 億円）の影響がある。 

    

b)b)b)b)事業事業事業事業セグメントセグメントセグメントセグメント別営業利益別営業利益別営業利益別営業利益    

2002.3
2003.3 2004.3 2006.3

2,668
953

2010.12
金額 ％ 目標

2005.3

自動車計測システム 1,891 74% 3,150 3,486 4,705 6,509 3,680 6,500
分析システム 935 37% 768 1,021 862 1,322 2,200
医用システム 670 26% 1,391 1,508 1,146

835 2,660 2,491 3,955
1,404

半導体システム -949 -37% 165
合計 2,547 100% 5,474 6,850 9,373 11,275 11,707

2006.12
金額

15,500
3,500
3,300

1,789

4,904
9,160

'02.3対'06.12
増加額 増加率

95%

-
360%

23%
12%
34%
100%

1,733 185%
734 109%

％
31%

 

赤字であった半導体システム機器部門が自動車計測システム機器部門を凌ぐ柱に育っ

ている。 

営業利益増加額でも半導体システム機器部門の増加が大きい。 

    

c)c)c)c)事業事業事業事業セグメントセグメントセグメントセグメント別営業利益率別営業利益率別営業利益率別営業利益率    

2006.3 2006.12
2010.12

目標
自動車計測システム 14.9%

'02.3対'06.12
2003.3 2004.3

14.8% 17.4% 18.9%

2005.3

13.0%
分析システム 2.8% 3.5% 3.0% 4.0% 7.6%

9.7%
5.5%

増加ﾎﾟｲﾝﾄ
+0.4ﾎﾟｲﾝﾄ
+3.9ﾎﾟｲﾝﾄ

医用システム 8.7%

合計 7.0%

10.0%
半導体システム 1.1% 5.7% 14.6% 13.8%

8.7% 6.1% 4.6%
13.0%

+1.5ﾎﾟｲﾝﾄ
+26.3ﾎﾟｲﾝﾄ
+6.7ﾎﾟｲﾝﾄ

6.1%
19.7%

8.1% 10.1% 10.7% 10.1% 10.3%

2002.3

9.3%
3.7%
4.6%
-6.6%
3.4%  

2006.12 期の自動車計測システムの営業利益率悪化は、2005 年に買収したカール・シェ

ンク社の影響である。カール・シェンク社の収益性は堀場製作所の水準より低く、暖簾代
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の償却なども影響した模様である。上述の特別な要因を除外すれば、自動車計測システム

機器部門の利益率は高水準にある。半導体システムも売上高が損益分岐点を越えた後は高

水準の利益率を確保している。分析システム機器部門と医用システム機器部門の利益率は

他部門と比べて見劣りするが、分析システムは改善傾向にある。 

    

d)d)d)d)事業事業事業事業セグメントセグメントセグメントセグメント別従業員別従業員別従業員別従業員／／／／会社数会社数会社数会社数    

'02.3対'06.12
2006.122005.3 2006.32002.3 2003.3 2004.3

増減

+155人/-2社
+601人/+11社自動車計測システム 589人/16社 635人 646人

分析システム 983人/31社 977人 1,051人 1,080人 1,099人 1,138人/29社
681人 1,116人 1,190人/27社

860人 872人/14社 +191人/+5社
-80人/±0社

医用システム 681人/9社 725人 771人
半導体システム 639人/25社 614人 556人 549人 530人 559人/25社

855人

+1,114人合計 3,583人 3,808人
856人 938人

3,984人 4,461人 4,697人
共通 691人 740人 784人 +247人819人

3,691人  

従業員数と会社数では買収による影響があって自動車計測システム機器部門の伸びが大き

く、最大部門であった分析システム機器部門と肩を並べる規模となっている。 

    

４４４４．．．．３３３３．．．．３３３３    事業事業事業事業セグメントセグメントセグメントセグメントのののの内容内容内容内容    

a)a)a)a)自動車計測自動車計測自動車計測自動車計測システムシステムシステムシステム（（（（セグメントセグメントセグメントセグメント売上高売上高売上高売上高：：：：379379379379 億円億円億円億円、、、、営業利益率営業利益率営業利益率営業利益率：：：：9.7%9.7%9.7%9.7%））））    

当セグメントの主要製品は｢エンジン排ガス計測システム(構成率 70%)｣｢エンジンテス

トシステム(同 15%)｣｢CO・HC アナライザ(同 5％)｣である。この 3 製品で事業規模の大半

が占められている。主な納入先は、自動車メーカ、オートバイメーカ、自動車部品メーカ、

汎用エンジンメーカ、官公庁、石油会社、自動車整備工場などである。 

当セグメントの営業利益率は、従来 10 数ﾊﾟｰｾﾝﾄ程度であったが、2005 年に買収したカー

ル・シェンク社の影響で悪化している。 

｢エンジン排ガス計測システム｣は、エンジン排ガス中の化学成分を広い濃度範囲にわた

って同時かつ連続的に測定する装置で、自動車産業などにおける研究開発や製品検査で幅

広く利用されており、堀場製作所の世界シェアは 80％と言われている。 

｢エンジンテストシステム｣は、エンジン単体で排出ガス計測や性能評価などの各種実

験・解析を行うシステムで、省スペースで実路走行時と同じ運転状態をテストセル内にお

いて再現することを可能とするシステム製品で、堀場製作所の世界シェアは 70％と言われ

ている。 

｢CO・HC アナライザ｣は車検時などに、エンジンの調整・点検のため排ガスに含まれる



 
Copyright © 2008 Kwansei Gakuin University, Institute of Business and Accounting  

30 
 

CO（一酸化炭素）、HC（炭化水素）を測定する装置で、自動車整備工場、ガソリンスタ

ンドなどで幅広く使用されており、堀場製作所の世界シェアは 50％と言われている。 

 

 

 

 

 

エンジン排ガス測定装置   エンジンテストシステム  CO・HC アナライザ 

    

b)b)b)b)分析分析分析分析システムシステムシステムシステム（（（（セグメントセグメントセグメントセグメント売上高売上高売上高売上高：：：：351351351351 億円億円億円億円、、、、営業利益率営業利益率営業利益率営業利益率：：：：7.6%7.6%7.6%7.6%））））    

当セグメントの主要製品を示すことは難しい。規模の大きい順に列記しても｢煙道排ガ

ス分析装置(構成率 12％)｣、｢分光器/グレーティング(同 8％)｣、｢ラマン分光装置(同 7％)｣、

｢pH メータ(同 5％)｣など、他のセグメントと比較すると小規模の製品が多数配置されてい

る。主な納入先は、製造業、国家研究機関、大学、官公庁、電力会社などで、主に研究開

発、製品品質検査、排水・排出ガス測定、環境汚染調査、犯罪捜査などに使用されている。 

当セグメントの営業利益率は、従来 4%程度であったが、2006 年 12 月期は 7.6％と改善し

ている。 

2006 年 12 月期より、‘科学用分析装置’と‘環境用測定装置’という２つにセグメントが細

分化され、製品群の特徴がより明確化された。 

｢煙道排ガス分析装置｣は‘環境用測定装置’に配置されており、火力発電所やゴミ焼却物など

の煙道排ガス中の NOx、SO2、CO、CO2、O2 を高感度・高精度に測定する装置である。

1 台でこれら 5 成分を同時に連続測定でき、堀場製作所の世界シェアは 40％と言われてい

る。 

｢分光器/グレーティング｣は‘科学用分析装置’に配置されている。分光器は光を多くの色

に分解し、スペクトルとして記録する装置で、グレーティングは分光器の心臓部の部品で

ある。プラズマ発光分光、蛍光スペクトル測定からイメージ分光、品質管理から生産管理

まで幅広い分野に使用されており、堀場製作所の世界シェアは 35％と言われている。 

｢ラマン分光装置｣は‘科学用分析装置’の事業分野に配置されており、薬品・カーボンナノチ

ューブ・化合物半導体などの分子構造解析など、先端研究の広範な分野で注目されており、

堀場製作所の世界シェアは 35％と言われている。 
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 ｢pH メータ｣は‘環境用測定装置’の事業分野に配置されており、水溶液中の pH 値（酸・

アルカリ度）をガラス電極で高精度に測定する装置である。大学などの研究機関、製造業

の生産現場における品質管理などで活躍しており、堀場製作所の国内シェアは 50％と言わ

れている。 

 

  

 

 

 

 

pH メータ  煙道排ガス分析装置  分光器/グレーティング ラマン分光装置 

    

c)c)c)c)医用医用医用医用システムシステムシステムシステム（（（（セグメントセグメントセグメントセグメント売上高売上高売上高売上高：：：：230230230230 億円億円億円億円、、、、営業利益率営業利益率営業利益率営業利益率：：：：6.1%6.1%6.1%6.1%））））    

当セグメントの主要製品は、｢自動血球計数装置(構成率 70％)｣、｢血球計数 CRP 計測装

置(同 8％)｣である。この 2 製品で事業規模の大半が占められている。主な納入先は、検査

センター、中小病院、開業医などで、健康診断、病気診断などに使用されている。 

当セグメントの営業利益率は、従来 5～9％程度であったが、2006 年 12 月期は 6.1%と低

い水準となっている。 

｢自動血球計数装置｣は、人間・動物の健康状態の測定に欠かせない血液検査で、血液中

の赤血球・白血球の個数をはじめ、ヘモグロビン濃度、血小板の個数を測定する装置で、

堀場製作所の世界シェアは 8％と言われている。 

｢血球計数CRP計測装置｣は、世界で初めて血球とCRPの同時測定を実現した装置である。

CRP は体内に炎症がある場合に生産されるタンパク質の一種で、血球と同時に測定するこ

とで、より迅速で信頼性の高い感染症診断が可能となるものである。堀場製作所の世界シ

ェアは 100％と言われている。 
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自動血球計数装置  血球計数 CRP 計測装置 

 

d)d)d)d)半導体半導体半導体半導体システムシステムシステムシステム（（（（セグメントセグメントセグメントセグメント売上高売上高売上高売上高：：：：201201201201 億円億円億円億円、、、、営業利益率営業利益率営業利益率営業利益率：：：：19.7%19.7%19.7%19.7%））））    

当セグメントの主要製品は、｢マスフローコントローラ(構成率 70％)｣、｢薬液濃度モニ

タ(同 8％)｣である。この 2 製品で事業規模の大半が占められている。主な納入先は、半導

体製造装置メーカ、半導体デバイスメーカ、洗浄装置メーカなどで、半導体製造工程にお

けるガス流量制御・洗浄薬液モンタリング、半導体・液晶の品質検査に使用されている。 

当セグメントの営業利益率は、2002年3月期は赤字であったが、2006年 12月期は19.7%

と大幅に改善されている。 

｢マスフローコントローラ｣は、成膜工程など半導体製造プロセスにおいて、ガス・液体供

給ラインの精密流量制御を行う機器で、高品質な半導体製造のカギとなるコンポーネント

で、堀場製作所の世界シェアは 33％と言われている。 

｢薬液濃度モニタ｣は、半導体洗浄工程で洗浄液濃度を監視する小型モニタで、洗浄液の無

駄を省きプロセスの最適化および生産ラインの歩留り向上に貢献している。堀場製作所の

世界シェアは 80％と言われている。 

 

 

 

 

マスフローコントローラ  薬液濃度モニタ 
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４４４４．．．．３３３３．．．．４４４４    有価証券報告書有価証券報告書有価証券報告書有価証券報告書のののの事業別主要製品事業別主要製品事業別主要製品事業別主要製品    

有価証券報告書の事業別主要製品の記載内容の変化は下表の通りである。 

 

有価証券報告書に見る事業別主要製品の記載内容の変化 

2005年3月期 2006年3月期 2006年12月期
自動車計測システム機器 総合エンジン排ガス分析装置、 自動車排ガス計測システム、 エンジン排ガス計測システム、
（エンジン計測システム機器） エンジン計測システム、 車載型排ガス計測システム、 使用過程車用排ガス分析計、

エンジン排ガスデータ処理システム、 使用過程車用排ガス分析計、 車載型排ガス分析装置、
シャーシダイナモメータ、 触媒評価装置、 燃料電池評価システム、
ロボットドライバー、 燃料電池評価システム、 ドライブラインテストシステム、
整備工場・車検用排ガス測定器、 ラボラトリーオートメーションシステム、 エンジンテストシステム、
燃料電池用改質器ガス分析装置、 ドライブラインテストシステム、 ブレーキテストシステム、
船舶エンジン用排ガス分析装置、 完成車両性能テストシステム、 ドライブレコーダ
自動車運行管理システム、 ブレーキテストシステム、
超微量PM分析装置 自動車運行管理システム、 (記録者注：記載内容、記載順に大幅な変化があった）

ドライブレコーダ
(記録者注：記載内容、記載順に大幅な変化があった）

分析システム機器 pHメータ、 粒子径分布測定装置、 科学用分析装置（粒子径分布測定装置、
イオンメータ、 蛍光Ｘ線分析装置、 　　蛍光Ｘ線分析装置、
プロセス用液体分析計、 ラマン分光測定装置、 　　ラマン分光測定装置、
プロセス用ガス分析計、 ＩＣＰ発光分析装置、 　　分光器、
粒度分布測定装置、 分光器／グレーティング、 　　グレーティング）
金属・セラミックス分析計、 水質分析装置、 環境用測定装置（ｐＨメータ、
ICP発光分析装置、 ｐＨメータ、 　　煙道排ガス分析装置、
フーリエ変換赤外分光光度計、 大気汚染監視用分析装置、 　　水質分析装置、
エネルギー分散形Ｘ線分析装置、 煙道排ガス分析装置 　　大気汚染監視用分析装置）
蛍光Ｘ線分析装置、
Ｘ線分析顕微鏡、 (記録者注：記載内容、記載順に大幅な変化があった） (記録者注：記載内容、記載順に大幅な変化があった）
光学結晶、 （‘科学用’‘環境用’という分類で表示された）
赤外センサ、 (ICP発光分析装置の記載が削除された）
放射温度計、
食品用分析計、
水質汚濁監視用分析装置、
大気汚染監視用分析装置、
煙道排ガス分析装置、
土壌汚染測定装置、
高周波グロー放電発光表面分析装置

医用システム機器 臨床検査用分析計、血液分析装置、 血液検査装置(血球計数装置、 血液検査装置(血球計数装置、
血球計数装置、生化学分析装置、 免疫測定装置、生化学用検査装置、 免疫測定装置、生化学用検査装置、
免疫測定装置、血糖測定装置、 血糖値検査装置) 血糖値検査装置)
蓄尿管理システム (記録者注：記載内容に大幅な変化があった）

半導体システム機器 マスフローコントローラ、 マスフローコントローラ、 マスフローコントローラ、
液体材料気化供給装置、 薬液濃度モニタ、 薬液濃度モニタ、
薬液モニター、超薄膜分析装置、 半導体・液晶用薄膜計測システム、 半導体・液晶用薄膜計測システム、
プラズマプロセスモニタ、 半導体異物検査装置、 半導体異物検査装置、
液晶品位検査装置、 残留ガス分析装置、 残留ガス分析装置、
パーティクルカウンタ、半導体異物検査装置 真空計 真空計

(記録者注：記載内容、記載順に大幅な変化があった）

 

2005 年 3 月期以前は数多くの製品が列記されていたが、2006 年 3 月期に記載内容や記

載順が大幅に見直され、2006 年 12 月期に更に絞込みと整理が行われたことが分かる。 

尚、過去の記載を更に辿ってみたが、2002 年 3 月期～2005 年 3 月期には記載内容の大き

な変化は無かった。 

この記載内容の変化は 2006年 3月 28日に発表された中期経営計画に基づく見直しであ

ると考えられる。2010 年度を最終年度とする中期経営計画では、4 つの事業部門が均衡す

るバランスの良い成長を目指すことを目標の一つに掲げている。5 年後の売上を 1,500 億

円とし、営業利益率を 10%以上確保しつつ真のグローバル企業へ飛躍し、世界トップ 5 入

りを目指すこの中期経営計画で、注力する製品の絞り込みを行ったのだと考えられる。 

これらの事業セグメントは、セグメントを支える柱となる製品を持つ自動車計測システ
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ム、医用システム、半導体システムと、セグメントを支える柱となる製品は無いが、堀場

製作所の技術の根幹を支える分析システム機器部門という事業部門ごとの性格を持ってい

る。 

    

４４４４．．．．４４４４    堀場堀場堀場堀場のののの DNADNADNADNA をををを色濃色濃色濃色濃くくくく受受受受けけけけ継継継継ぐぐぐぐ事業事業事業事業セグメントセグメントセグメントセグメント    

４４４４．．．．４４４４．．．．１１１１    ‘‘‘‘分析分析分析分析システムシステムシステムシステム’’’’というというというという事業事業事業事業セグメントセグメントセグメントセグメント    

先に見たように、分析システムという事業セグメントは他のセグメントに比べて、製品

構成率が大きな主要製品を示すことが難しく、営業利益率も相対的に低い。このセグメン

トは、堀場製作所の中でどのような位置づけなのであろうか。 

分析システムという事業セグメントの意味について、堀場製作所の丹治部長は以下のよう

に答えている。｢やっぱり pH でスタートしているというのもありますし、そこから色んな

物に派生していってますんで、やっぱりルーツという感じはありますよね。我々の起源と

いいますか。(中略)利益は他のところと比べたらあんまり良くないですが。ですから、こ

こが常にポテンシャルを持ってやっていて、何か花が咲いたらそれをまた暖簾分けして新

しい事業にしていくみたいなことで、ある意味ここはインキュベータ的な役割を果たして

ますね。｣(2007 年 11 月 6 日丹治部長、神馬氏インタビュー) 

中期事業計画でもこの事業部門を｢500 種類以上の製品群は、小規模市場(ニッチ市場)で

高シェアを持ち、官民の研究開発・生産拠点、また地球環境汚染の監視などの場で幅広く

使用される。他の事業部門へ新たな分析・計測技術を供給する役割も担う｣と位置付けてい

る。 

堀場が目指す分析機器の新規開拓領域を‘科学用’と‘環境用’という二分類で示した上で、

分析システムという事業セグメントを‘分析機器の専業メーカとしての堀場’というDNAを

色濃く受け継ぐ事業セグメントとして明確化したのだと考えられる。 

 

４４４４．．．．４４４４．．．．２２２２    ‘‘‘‘分析分析分析分析システムシステムシステムシステム’’’’以外以外以外以外のののの事業事業事業事業セグメントセグメントセグメントセグメント    

分析システム以外の事業セグメントでは、柱となる主力製品が存在する。従ってその事

業分野では、主力製品の市場シェアを維持し、その地位を更に安定、向上させるために、

マーケットの声を良く聞き取って進める製品改良や開発に重点を置いた、マーケティング

主導型の事業運営がなされていると考えられる。 

中期経営計画では、以下のように各事業部門を特徴付けている。 
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・ 自動車計測システム機器： 

世界市場シェアの 80%を占めるエンジン排ガス計測システムは、多くの国家排ガス認

証機関で規制対応の「標準システム機」として採用され、全世界の自動車産業の研究

開発・品質管理の現場で使用されています。今後は排ガス計測にとどまらず最先端技

術開発や各種自動車試験への対応を含めお客様の開発効率を高めるトータルソリュー

ションを提供していきます。 

・ 医用システム機器： 

全世界で年間 2 兆円を超える血液検査市場において、検査用機器と機器納入後の検査

試薬の販売によって安定的な収益を上げる事業モデルとなっています。従来、血球計

数装置の中小型機器市場でシェアを拡大してきましたが、近年はホリバ ABX 社(フラ

ンス)の製品開発・マーケティング力を活かし、大型血球計数装置や生化学市場に新製

品を順次導入し、事業領域拡大を図っています。 

・ 半導体システム機器： 

半導体製造装置用ガス・液体流量制御装置(マスフローコントローラ)が売上の約 70%

を占め、半導体産業の景気動向に影響を受ける事業です。これに対し、グループの技

術資源を活用し、300mm サイズウェハ市場で歩留り向上のための半導体製造装置(プ

ロセスチャンバ)周辺のトータルな分析・制御ニーズに対応することで、安定的な収益

確保をめざします。 

 

４４４４．．．．５５５５    堀場製作所堀場製作所堀場製作所堀場製作所がががが近年実施近年実施近年実施近年実施したしたしたした買収事例買収事例買収事例買収事例    

堀場製作所が近年実施したアライアンスは、‘事業まるごと’とか‘地域・市場まるごとの

買収’という形態が目につく。堀場はこれまで必要な技術を購入することはあっても会社や

事業を丸ごと買うことはしてこなかった。堀場製作所の独自の考え方や企業哲学を買収先

にまで徹底させることは難しい。堀場製作所の考え方を強制すれば相手の有する尊重すべ

き文化や歴史の否定に繋がる。しかし放置すれば一体化できず、買収による事業拡大が堀

場の DNA を受け継ぐべき器の破壊に繋がりかねない。堀場製作所が近年実施した買収事

例を挙げてみる。 

    

４４４４．．．．５５５５．．．．１１１１    ABXABXABXABX 社買収社買収社買収社買収(1996(1996(1996(1996 年年年年 6666 月月月月))))    

堀場製作所では MEXA に次ぐ大型商品の事業化が課題となっていた。そのような状況
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下でフランス大使館が紹介してくれたのが ABX 社であった。ABX 社は従業員数 30 人程

の血球カウンターを専門とするベンチャー企業で、日本国内でのパートナーを探していた。

堀場製作所は ABX と共通の技術を持っていなかったため、1985 年に堀場は ABX 社製血

球カウンターの日本国内での製造・販売権を取得して、ABX 社から技術や市場情報を学ぶ

こととなる。堀場製作所が 1990 年までの 5 年間で 100 台もの ABX 製血球カウンターを

販売し、国産化も完了した矢先、ABX 社はスイスのロシュグループに買収されてしまう。

この結果、ABX 社とはロシュ社を通じてのビジネスとなり、コスト面や開発上の意思疎通

などで動きが取り難くなった。これを打開すべく 1995 年に ABX 社買収の検討が始まり、

1996 年 6 月、堀場製作所は ABX 社を買収した。 

当時を振り返って医用システム統括部長の臼井誠次氏は以下のように述べている。 

｢HORIBA はこうして ABX という、手、足、ブレインを得た。しかし単にそれだけなら

買収以前の共同開発の時代でも手に入る。では、買収によって何を得たのか？それは異な

る文化を持つ人々の視覚、世界のニーズを聞くための聴覚、グローバル市場を探る触角な

ど、これまでにない『医用という角度からのグローバルな感覚器』だ。それにより手に入

れたニーズを、HORIBA の持つ環境、エンジン、理化学、半導体のシーズと合わせれば、

医療の発展、患者のクオリティライフ向上への更なる牽引力となる。HORIBA の舞台が一

層広がるのだ。｣(堀場 50 周年記念誌 P168、169) 

 

４４４４．．．．５５５５．．．．２２２２    インスツルメンツインスツルメンツインスツルメンツインスツルメンツ社社社社((((現現現現ジョバンイボンジョバンイボンジョバンイボンジョバンイボン社社社社))))買収買収買収買収(1997(1997(1997(1997 年年年年 9999 月月月月))))    

1997 年 9 月、堀場製作所はフランス・パリ郊外に本社を置くインスツルメント社(ISA

社)グループ 17 社を全面買収した。ISA 社は世界的な光学分光分野の名門企業であり、紫

外線領域から可視領域のスペクトルをカバーする光技術に強みを持ち、回析格子とその応

用製品(分光光度計や蛍光分光計)など堀場製作所の持たない分析機器の製品ラインを有し

ていた。当初、堀場製作所は ISA と一部製品についての業務提携を希望していたが、ISA

社の大株主である投資銀行は ISA 社の売却先を探しており、複数社によるオークションに

堀場製作所も参加することとなった。当時、ABX 社を買収したばかりであり、ISA 買収に

よる資金負担が大きいことが懸案事項となったが、技術補完ができ、互いの独自技術で新

しいマーケットを担える製品を開発していく可能性がある事を期待して買収することを決

定した。(堀場 50 周年記念誌 P176、177) 
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４４４４．．．．５５５５．．．．３３３３    カールカールカールカール・・・・シェンクシェンクシェンクシェンク社社社社のののの自動車関連計測事業部門買収自動車関連計測事業部門買収自動車関連計測事業部門買収自動車関連計測事業部門買収(2005(2005(2005(2005 年年年年 8888 月月月月))))    

2005 年 8 月、堀場製作所はドイツに本社を置くカール・シェンク社が持つ 自動車関連

計測事業部門 （DTS = Development Test Systems） を買収した。シェンク社はの DTS

部門は、エンジン開発用設備をはじめブレーキテストや風洞実験など、自動車産業での各

種試験設備を製造販売する企業である。 

堀場製作所は、同社の世界 12カ国にあるDTS事業部の拠点・人員のほぼ全てを引継ぎ、

堀場製作所の主力事業であるエンジン計測ビジネスの新たな部門として位置づけ、従来の

排ガス計測事業からエンジン性能試験をはじめとするパワートレイン開発に対する総合計

測設備メーカーへ事業拡大する計画である。自動車発祥の国ドイツの伝統を入れて世界唯

一の、トータルソリューションメーカーとなり、欧米はもとより自動車需要急伸のアジア

圏へのシステム受注が期待でき、5 年後には 同分野での売上規模 2 倍の 500 億円規模に

拡大する計画である。（堀場製作所プレスリリース 2005 年 8 月 18 日） 

ABX 社、インスツルメント社、カール・シェンク社 DTS 部門とも、堀場製作所とは製

品面での補完性がある。地域としても堀場製作所が従来は弱かった欧州地域での販路を確

保することにつながり、事業拡大に貢献するアライアンスであることは間違いないだろう。 

しかし、中期経営計画で明確化した注力製品や事業領域をバランスよく拡大していくた

めには、製品、地域の補完性だけでなく、アライアンスで得た技術や市場情報に基づいて‘新

製品’や‘新技術’を生み出し、技術上のシナジーを実現する必要がある。それによってはじ

めて‘堀場の DNA を受け継ぐべき器’が拡大されたことになり、堀場製作所の長期的成長に

繋がるだろう。中期経営計画の掲げる“HORIBA Group is One Company”という経営方針

はそのためにあり、アライアンスで確保したグループ会社を含め、各社の壁をなくしたグ

ローバルな事業単位の運営が行われるよう、現在、堀場の経営の舵取りがなされていると

ころであると考えられる。 

 

５５５５．．．．まとめまとめまとめまとめ    

５５５５．．．．１１１１    堀場堀場堀場堀場のののの DNADNADNADNA とはとはとはとは    

５５５５．．．．１１１１．．．．１１１１    堀場製作所堀場製作所堀場製作所堀場製作所にとってのにとってのにとってのにとっての‘‘‘‘製品開発製品開発製品開発製品開発’’’’    

創業・設立期の製品開発から日立とのアライアンスの開始と解消で見たように、堀場製

作所にとっての製品開発は、堀場の企業精神を根源で支える力であり、堀場の独立性や自

律性を象徴するシンボルでもある。 
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創業・設立期に堀場製作所が取り組んだコンデンサーや、pH 計、赤外線ガス分析計の

開発は、堀場製作所を長年に亘って支えてきた。成功した開発だけでなく、失敗した開発

でさえも、その失敗を糧としたのである。 

その後、堀場製作所が取り組んだ自動車排ガス測定装置(MEXA)の開発では、創業期か

ら確立してきた技術を基盤としつつ、不足する技術や特許は外部から調達するなど柔軟な

対応を行うことで、市場のニーズに応える製品開発をタイムリーに行ってきた。分析機器

の専業メーカとなるべく、市場の声に真摯に応えて技術課題を解決していった。 

日立とのアライアンス開始に際し、堀場製作所が守ろうとしたのは、結局‘製品開発の独自

性’であった。 

日立とのアライアンスに関する堀場雅夫氏の総括で、｢総合メーカである日立｣より｢専

業メーカである堀場｣の方が強い理由として、｢製品開発に投入する人材と投資の集中度｣

を挙げ、堀場製作所の強みの根本として示している。 

各事業セグメントの位置づけを説明した際に触れた通り、分析システムという事業セグ

メントが、堀場製作所のルーツであり、他の事業部門へ新たな分析・計測技術を供給する

役割を担っている。新製品開発自体が堀場の企業精神を根源で支えているのである。 

また、最近のアライアンスで得た技術や市場情報に基づいて‘新製品’や‘新技術’が生み出さ

れ、アライアンスによる技術上のシナジーを実現する必要があるからこそ、“HORIBA 

Group is One Company”という中期経営計画の経営方針が重要な意味を持つのである。 

 

５５５５．．．．２２２２    ‘‘‘‘自分以外自分以外自分以外自分以外のののの人人人人々々々々((((パートナーパートナーパートナーパートナー))))のののの意思意思意思意思やややや市場市場市場市場のののの力力力力にににに生生生生かされてきたかされてきたかされてきたかされてきた’’’’ことのことのことのことの意味意味意味意味    

ここで、このケースの最初に述べた‘自分以外の人々(パートナー)の意思や市場の力に生

かされてきた’という視点に立ち戻りたい。 

堀場製作所はこれまで幾度もの危機を乗り越え、長期に亘って発展してきた。敗戦後の

コンデンサー開発の不首尾で、堀場製作所は終わっていてもおかしくない。赤外線ガス分

析技術が市場で優位に立つ保証はどこにも無い状態で赤外線ガス分析技術の研究に集中し、

ガスクロマトグラフィー方式を研究しなかったのは、小規模の会社としての限界でもあっ

ただろうし、赤外線ガス分析技術開発が失敗すれば堀場製作所を倒産に導くリスクもあっ

た。MEXA の開発過程で中々解決できなかった技術課題は MEXA そのものを市場から排

除させる大きなクレームに発展するリスクもあった。 

堀場製作所による状況に適合した適切な努力がなければ危機を乗り越えることは出来
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なかっただろうが、堀場製作所の努力だけでなく、様々なパートナーの意思や市場の力が

あったのも確かである。 

日本市場の高度成長は、堀場製作所に何度もチャレンジするためのチャンスを与え続け

たし、そのチャンスをモノにする力を持つ者を支援する大学や企業家などのパートナーが

存在した。 

日立グループとのアライアンスは、堀場製作所を支えた様々なパートナーや市場の力を

具現化する象徴的な存在でもある。 

‘自分以外の人々の意思や市場の力に生かされてきた’とは、堀場製作所にとって、本音に

近いものだと思われる。堀場製作所以外の人々や市場の力が無ければ、そもそも堀場製作

所の持つ力を生かすことは出来なかったであろう。 

堀場製作所の持つ力と、自分以外の人々や市場の力とが相乗効果をもたらすような‘関係’

とその‘関係を構築する力’が、堀場製作所の底流に流れる DNA であるように思われる。 

‘関係’であるが故に、この DNA には定まった形が見えにくい。常に、状況に応じて形を変

え、常に問いかけ、注視することでしか把握することは出来ないものなのかもしれない。 

 

５５５５．．．．３３３３    今後今後今後今後のののの堀場製作所堀場製作所堀場製作所堀場製作所        

“HORIBA Group is One Company”という経営方針が今後実現されることが重要である。 

製品開発力という堀場製作所の根源的な力を生かす、堀場製作所の底流に流れる DNA が、

海外で買収した異なる歴史と文化を有する企業グループにも移植されて、グローバルな企

業グループとして一体的に事業運営がなされることが今後の課題である。 

堀場製作所の従業員も以前と比べて高齢化し、組織も大企業同様に官僚化している部分

もあるだろう。組織改革による従業員の心を揺さぶる努力は今後も引き続き必要となるだ

ろう。 

海外市場で拡大するために更に多くの堀場製作所の DNA を理解した人材を供給する必

要もあり、人材育成にもこれまで以上の取り組みが必要となるだろう。 

そのためにも、堀場製作所が次世代に残し、大切にしていくべき DNA とは何であるのか

を、今後も常に問いかける必要があると考える。 
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データデータデータデータ    

日立の出資比率の推移表 

年 持株数（千株） 出資比率（％）
1960 28 28.0
1961 56 28.0
1962 56 28.0
1963 56 28.0
1964 56 28.0
1965 56 28.0
1966 56 28.0
1967 56 28.0
1968 56 28.0
1969 56 28.0
1970 840 28.0
1971 1,680 25.4
1972 2,100 21.0
1973 2,310 21.0
1974 2,711 20.8
1975 2,982 18.9
1976 3,280 18.9
1977 3,608 18.9
1978 3,608 18.9
1979 4,024 17.4
1980 4,024 17.4
1981 4,124 16.1
1982 4,124 16.1
1983 4,124 16.1
1984 4,124 16.1
1985 4,124 16.1
1986 4,124 16.1
1987 4,124 15.7
1988 4,124 15.7
1989 4,124 15.7
1990 4,124 14.9
1991 4,124 14.5
1992 4,124 14.1
1993 4,124 13.2
1994 4,124 13.2
1995 4,124 13.2
1996 4,124 13.2
1997 4,124 13.2
1998 4,124 13.2
1999 4,124 13.2
2000 4,124 13.2
2001 4,124 13.2
2002 4,124 13.2
2003 124 0.4
2004 124 0.4
2005 124 0.3
2006 124 0.3
2007 124 0.3
2008 124 0.2  

事業セグメント別主要製品／主要顧客／製品用途 
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　　・血糖値検査装置

マスフローコントローラマスフローコントローラマスフローコントローラマスフローコントローラ((((70707070%)%)%)%)
薬液濃度薬液濃度薬液濃度薬液濃度モニタモニタモニタモニタ((((8888%)%)%)%)

環境用測定装置
　　・pHメータ
　　　　　　　　・・・・煙道排煙道排煙道排煙道排ガスガスガスガス分析装置分析装置分析装置分析装置((((12121212%)%)%)%)

科学用分析装置
　　・粒子径分布測定装置
　　・蛍光Ｘ線分析装置

燃料電池評価システム
ドライブラインテストシステム
エンジンテストシステムエンジンテストシステムエンジンテストシステムエンジンテストシステム((((15151515%)%)%)%)
ブレーキテストシステム

主要製品
エンジンエンジンエンジンエンジン排排排排ガスガスガスガス計測計測計測計測システムシステムシステムシステム((((70707070%)%)%)%)
使用過程車用排ガス分析計
車載型排ガス分析装置

汎用エンジンメーカ
官公庁
石油会社
自動車整備工場

国家研究機関
大学

検査センタ

残留ガス分析装置
半導体異物検査装置

ガス流量制御・洗浄薬液
モンタリング、半導体・液晶

半導体デバイスメーカ
洗浄装置メーカ半導体・液晶用薄膜計測システム

の品質検査

半導体製造装置メーカ

開業医

半導体製造工程における

　　・ラマン分光測定装置

　　・免疫測定装置
　　・生化学用検査装置

環境汚染調査
犯罪捜査

官公庁
電力会社　　　　　　　　・・・・分光器分光器分光器分光器////グレーティンググレーティンググレーティンググレーティング((((8888%)%)%)%)

ドライブレコーダ

　　・水質分析装置

製品品質検査
排水・排出ガス測定

真空計

製造業

健康診断
病気診断中小病院

血液検査装置
　　　　　　　　・・・・血球計数装置血球計数装置血球計数装置血球計数装置((((78787878%)%)%)%)

　　・大気汚染監視用分析装置

製品用途主要顧客

自動車計測システム

分析システム

医用システム

半導体システム

新車・新エンジン開発自動車メーカ
オートバイメーカ
自動車部品メーカ

完成車検査
使用過程車車検

研究開発

 

 

事業セグメント別主要製品のマーケットシェア 

エンジン排ガス中の化学成分を広い濃度範囲にわたって
製品説明

同時かつ連続的に測定する装置で、自動車産業などに
おける研究開発や製品検査で幅広く利用されています。

エンジン単体で排出ガス計測や性能評価などの各種
実験・解析を行うシステム。省スペースで実路走行時と
同じ運転状態をテストセル内において再現することが

分光器は光を多くの色に分解し、スペクトルとして記録
する装置で、グレーティングは分光器の心臓部の部品。

SO2、CO、CO2、O2を高感度・高精度に測定する装置
です。1台でこれら5成分を同時に連続測定できます。

可能となります。

ホリバ・ジョバンイボン社（フランス）の分光器は、プラズマ
発光分光、蛍光スペクトル測定からイメージ分光、品質
管理から生産管理まで幅広い分野に使用される。

火力発電所やゴミ焼却物などの煙道排ガス中のNOx、

分析システム

（営業利益率：7.6%）

分光器分光器分光器分光器////グレーティンググレーティンググレーティンググレーティング
世界シェア：35%
製品構成：8%

煙道排煙道排煙道排煙道排ガスガスガスガス分析装置分析装置分析装置分析装置
世界シェア：40%
製品構成：12%

世界シェア：70%
製品構成：15%

自動車計測システム

（営業利益率：9.7%）

エンジンエンジンエンジンエンジン排排排排ガスガスガスガス計測計測計測計測システムシステムシステムシステム
世界シェア：80%
製品構成：70%

エンジンテストシステムエンジンテストシステムエンジンテストシステムエンジンテストシステム

主要製品の世界シェアと売上構成
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製品説明

洗浄液の無駄を省きプロセスの最適化および生産ライン
の歩留り向上に貢献しています

半導体システム

（営業利益率：19.7%）

マスフローコントローラマスフローコントローラマスフローコントローラマスフローコントローラ
世界シェア：33%

薬液濃度薬液濃度薬液濃度薬液濃度モニタモニタモニタモニタ

製品構成：8%
世界シェア：80%

供給ラインの精密流量制御を行う機器で、高品質な

半導体洗浄工程で洗浄液濃度を監視する小型モニタで、

成膜工程など半導体製造プロセスにおいて、ガス・液体

高い感染症診断が可能となります。
製品構成：8%

人間・動物の健康状態の測定に欠かせない血液検査
で、血液中の赤血球・白血球の個数をはじめ、ヘモグロ
ビン濃度、血小板の個数を測定します。

体内に炎症がある場合に生産されるタンパク質の一種
で、血球と同時に測定することで、より迅速で信頼性の

主要製品の世界シェアと売上構成

血球計数血球計数血球計数血球計数CRPCRPCRPCRP計測装置計測装置計測装置計測装置 世界で初めて、血球とCRPの同時測定を実現。CRPは、

製品構成：70%

世界シェア：100%

製品構成：70% 半導体製造のカギとなるコンポーネントです。

医用システム

「営業利益率：6.1%）

自動血球計数装置自動血球計数装置自動血球計数装置自動血球計数装置
世界シェア：8%

 

 

ョンを実現。粒子径分布測定で、世界で初めての
（2005年3月期FACT BOOK） データ精度保証もより強化されました。
（2004年度Fact Bookも同様）

（2004年3月期FACT BOOK）

世界シェア：80% （注記）2006年12月期世界シェア、製品構成と同じ
製品構成：8% 　　　2004年Fact Bookによれば国内シェアが80%

（2005年3月AR、2004年Fact Book）

半導体システム

マスフローコントローラマスフローコントローラマスフローコントローラマスフローコントローラ
世界シェア：30% （注記）2006年12月期世界シェア、製品構成が違う
製品構成：75% 　　FACT BOOK（2005年、2004年）ではシェアは35%

（2005年3月期AR）
薬液濃度薬液濃度薬液濃度薬液濃度モニタモニタモニタモニタ

世界シェア：100% （注記）2006年12月期世界シェア、製品構成と同じ
製品構成：8%

医用システム

自動血球計数装置自動血球計数装置自動血球計数装置自動血球計数装置
世界シェア：8% （注記）2006年12月期世界シェア、製品構成と同じ
製品構成：70%

（2005年3月AR、2004年Fact Book）
血球計数血球計数血球計数血球計数CRPCRPCRPCRP計測装置計測装置計測装置計測装置

pHpHpHpHメータメータメータメータ 水溶液中のpH値（酸・アルカリ度）をガラス電極で高精度
国内シェア：50% に測定。大学などの研究機関、製造業の生産現場にお
製品構成：5% ける品質管理などで活躍しています。

（2005年3月期AR）

世界シェア：35%
製品構成：記載なし

分光器用分光器用分光器用分光器用グレーティンググレーティンググレーティンググレーティング

（2004年度Fact Bookも同様）
粒子径分布測定装置粒子径分布測定装置粒子径分布測定装置粒子径分布測定装置 0.01μmから3,000μmの業界一の超ワイドレンジに対応

国内シェア：40% するだけでなく、従来機とくらべて1/4の高速オペレーシ

分析システム

ラマンラマンラマンラマン分光装置分光装置分光装置分光装置 ラマン分光装置は、薬品・カーボンナノチューブ・化合物
世界シェア：30% 半導体などの分子構造解析など、先端研究の広範な
製品構成：7% 分野で注目されています。

（2005年3月期AR）

製品構成：記載なし

主要製品の世界シェアと売上構成 製品説明及び、記載者による注記

自動車計測システム

エンジンエンジンエンジンエンジン排排排排ガスガスガスガス計測計測計測計測システムシステムシステムシステム
世界シェア：80%
製品構成：80%

（2005年3月AR、2004年Fact Book）
COCOCOCO・・・・HCHCHCHCアナライザアナライザアナライザアナライザ

世界シェア：50%
製品構成：5%

（注記）2006年12月期の世界シェアとシェア変動なし

（2005年3月AR、2004年Fact Book） 活躍しています。

車検時などに、エンジンの調整・点検のため排ガスに
含まれるCO（一酸化炭素）、HC（炭化水素）を測定する
装置で、自動車整備工場、ガソリンスタンドなどで幅広く

　　　　　製品構成は変わった
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産経新聞産経新聞産経新聞産経新聞｢｢｢｢いまいまいまいま、、、、語語語語るるるる    関西人国記関西人国記関西人国記関西人国記｣｣｣｣2007200720072007 年年年年 5555 月月月月 24242424 日夕刊日夕刊日夕刊日夕刊    

日経産業新聞日経産業新聞日経産業新聞日経産業新聞    2001200120012001 年年年年 4444 月月月月 3333 日記事日記事日記事日記事｢｢｢｢堀場製作所堀場製作所堀場製作所堀場製作所    日立日立日立日立とのとのとのとの提携解消提携解消提携解消提携解消（（（（※※※※注注注注：：：：原題確認要原題確認要原題確認要原題確認要))))｣｣｣｣    

堀場製作所堀場製作所堀場製作所堀場製作所はははは日立製作所日立製作所日立製作所日立製作所のののの子会社子会社子会社子会社、、、、日製産業日製産業日製産業日製産業をををを主力製品主力製品主力製品主力製品のののの国内総代理店国内総代理店国内総代理店国内総代理店とするとするとするとする販売体制販売体制販売体制販売体制をををを

解消解消解消解消しししし、、、、直接営業直接営業直接営業直接営業へとへとへとへと転換転換転換転換したしたしたした。。。。全国全国全国全国１１１１１１１１カカカカ所所所所にににに営業拠点営業拠点営業拠点営業拠点をををを設置設置設置設置、、、、主力主力主力主力のののの排排排排ガスガスガスガス計測器計測器計測器計測器なななな

どでどでどでどで顧客企業顧客企業顧客企業顧客企業のののの需要需要需要需要をきめをきめをきめをきめ細細細細かくかくかくかく吸吸吸吸いいいい上上上上げるげるげるげる。。。。1960196019601960 年年年年からからからから日製産業日製産業日製産業日製産業をををを総代理店総代理店総代理店総代理店としとしとしとし、、、、自自自自

らはらはらはらは開発開発開発開発やややや生産生産生産生産にににに重点重点重点重点をををを置置置置いてきたがいてきたがいてきたがいてきたが、、、、営業力営業力営業力営業力をををを強化強化強化強化してしてしてして 2004200420042004 年年年年 3333 月期月期月期月期のののの売上高売上高売上高売上高（（（（単体単体単体単体））））

をををを前期前期前期前期のののの 1.61.61.61.6 倍倍倍倍のののの 5555 百億円百億円百億円百億円にににに増増増増やすやすやすやす方針方針方針方針だだだだ。。。。堀場は自動車排ガス計測器や環境分析器など

の販売を国内では日製産業に独占委託してきた。新規事業の医用機器などを除き、現在も

国内売上高の約七割が日製産業を通じた販売。しかし顧客企業顧客企業顧客企業顧客企業のののの技術技術技術技術ニーズニーズニーズニーズのののの急激急激急激急激なななな変化変化変化変化

にににに対応対応対応対応するにはするにはするにはするには、、、、直接営業直接営業直接営業直接営業がががが必要必要必要必要とととと判断判断判断判断。。。。独占委託を解消するため約 1 年かけて日製産業

と交渉してきた。現在は東京、大阪など 4 カ所に代理店を支援する間接営業の拠点がある

が、4 月からは仙台、横浜、浜松、広島など７カ所に営業拠点を新設、全 11 拠点に顧客に

直接売り込む人員を置く。地域や機種によっては従来通り日製産業に販売を委託する。国

内営業本部も新設、営業関連の人員を前期比 15 人増の 120 人とする。営業の専門ノウハ

ウを持つ人材も中途採用し、直接営業を軌道にのせていく。日製産業には日立製作所が計

測器事業などを移管することを今年 2 月に決定している。このため日立グループ色が一段

と強まる日製産業だけに頼らない自主販売ルートを確保する必要性も高まっていた。堀場

は水質計測器を日立グループに供給するようになったのを契機に、販売や資本面での関係

を結んだ。現在日立が堀場の株式の 13％を保有する体制については当面変化はないとして

いる。 

    

日本経済新聞日本経済新聞日本経済新聞日本経済新聞    2001200120012001 年年年年 11111111 月月月月 19191919 日記事日記事日記事日記事｢｢｢｢ベンチャーベンチャーベンチャーベンチャー魂魂魂魂    継承継承継承継承にににに挑挑挑挑むむむむ    －－－－堀場製作所社長堀場製作所社長堀場製作所社長堀場製作所社長    

堀場厚氏堀場厚氏堀場厚氏堀場厚氏((((※※※※注注注注：：：：原題確認要原題確認要原題確認要原題確認要))))｣｣｣｣    

10 月中旬、京都市内の宴会施設で堀場製作所の社員約 200 人が真っ向から向き合う異例

の“団体交渉”が開かれた。集まったのは主力部隊の自動車排ガス計測器事業の開発や営

業・企画担当者。「営業はもっと生きのいい情報を持ってこい」「開発こそ商品化のタイミ

ングが悪い」。社長の堀場厚の狙い通り本音がぽんぽん飛び交った。40 年余の契約解自前

の営業へ決断。堀場は実父で会長の雅夫が 1945 年秋に京都で創業、「面白おかしく」を社
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是に掲げ、戦後ベンチャーの草分けといわれた。雅夫から一人置いて厚が社長に就いて約

10 年。その社風が健在かどうか、世界シェア約 8 割を握る代表製品である排ガス計測器分

野で確かめたのも、激変する市場を乗り切るためだ。日産自動車日産自動車日産自動車日産自動車ののののカルロスカルロスカルロスカルロス・・・・ゴーンゴーンゴーンゴーン社長社長社長社長

のののの「「「「調達革命調達革命調達革命調達革命」」」」にににに端端端端をををを発発発発したしたしたした自動車大手自動車大手自動車大手自動車大手のののの大幅大幅大幅大幅ななななコストコストコストコスト低減要求低減要求低減要求低減要求はははは、、、、昨年秋昨年秋昨年秋昨年秋からからからから堀場堀場堀場堀場にもにもにもにも

押押押押しししし寄寄寄寄せたせたせたせた。。。。厚厚厚厚がががが打打打打ったったったった手手手手はははは四十年余四十年余四十年余四十年余りりりり続続続続けたけたけたけた日立製作所系日立製作所系日立製作所系日立製作所系のののの日立日立日立日立ハイテクノロジーズハイテクノロジーズハイテクノロジーズハイテクノロジーズ

（（（（旧日製産業旧日製産業旧日製産業旧日製産業））））とのとのとのとの総代理店契約総代理店契約総代理店契約総代理店契約のののの解消解消解消解消だだだだ。「。「。「。「顧客顧客顧客顧客とととと直接会直接会直接会直接会いいいい、、、、必要必要必要必要なななな機能機能機能機能をををを絞絞絞絞りりりり込込込込まなまなまなまな

いといといといと素早素早素早素早くくくく対応対応対応対応できないできないできないできない」」」」とととと今年四月今年四月今年四月今年四月からからからから直接営業直接営業直接営業直接営業にににに切切切切りりりり替替替替えたえたえたえた。｢。｢。｢。｢長長長長いいいい付付付付きききき合合合合いのいのいのいの相手相手相手相手

だがだがだがだが、、、、社長社長社長社長がががが考考考考ええええ抜抜抜抜いたいたいたいた決断決断決断決断」。」。」。」。契約解消契約解消契約解消契約解消のののの実務実務実務実務にににに当当当当たったたったたったたった四歳年上四歳年上四歳年上四歳年上のののの専務専務専務専務、、、、石田耕三石田耕三石田耕三石田耕三はははは

厚厚厚厚のののの覚悟覚悟覚悟覚悟をををを察察察察するするするする。。。。スピードスピードスピードスピード感感感感をををを加速加速加速加速するにはするにはするにはするには開発中心開発中心開発中心開発中心だっただっただっただった堀場堀場堀場堀場のののの企業形態企業形態企業形態企業形態をををを、、、、営業営業営業営業なななな

どもどもどもども自自自自らららら手手手手がけるがけるがけるがける一人前一人前一人前一人前のののの姿姿姿姿にににに変変変変えるえるえるえる必要必要必要必要があったがあったがあったがあった。。。。同時に排ガス計測器部門トップにあ

たる統括部長に三十八歳の長野隆史を抜てき。最大市場の関東地区の営業を指揮する東京

営業所長には同年齢の藤本亨をあてた。「若返らせるだけが答えとは思わないが、若手の台

頭を容認する雰囲気は当社の財産」。厚は父、雅夫が社是に凝縮した自由かっ達な社風を現

在の組織に継承しようと知恵を絞る。この十年、厚は従来からの排ガス計測器と科学分析

器に加え、成長分野として医用機器と半導体関連機器の二事業に着目、四本柱に育ててき

た。2002 年 3 月期の連結売上高は 740 億円と 10 年で倍増したが、最終連結損益は 12 億

円の赤字に転落する見込み。情報技術（ＩＴ）不況のあおりで半導体機器の赤字を支えき

れなくなった。子会社社長を更迭。自らも厳しさ経験。グループ全体のカジを素早く切る

ための決め手は「経営から逃げないオーナーズマインドしかない」と厚は心得る。六月に

は京都市内のホテルに仏の医用機器子会社、ＡＢＸ社長のジャン・ロベールを呼んだ。前

期に予測以上の赤字を出し、さらに投資を増やすロベールに更迭を言い渡すためだ。「利益

を重視しない経営は堀場グループの方針に反する」。厚は目をそらさず説得した。スマート

な風ぼうは学生時代から変わらないが、口ひげをたくわえ我の強さも漂わせるようになっ

た。「京都らしいゆったりした口調で、厳しいことを言えるところは父親譲り」。二世経営

者同士で昵懇の村田製作所社長の村田泰隆はこう評する。相手に求める厳しさは、当然自

らも味わってきた。米国留学時に堀場の米子会社に勤務、現地での製品の細かな相談に堀

場本社が十分対応できない不満を雅夫に訴えた。だが返ってきた答えは「けしからんと言

うなら自分でやってみろ」。厚が帰国後に就いたのは海外での製品サポートを手掛ける海外

技術部長。当時の部下はたった二人。単に問題点をあげつらうのではなく、根気強く改善

を積み重ねることの重要性を肌で学んだ。88 年には海外展開の責任者として韓国に生産子
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会社を設立。日本の生産技術の移転などに当初は手こずり、月二、三回現地に足を運ぶ生

活が約三年に及んだ。「キムチの辛さの中に味があるのがわかった」ころ、現地社員の士気

も高まり、黒字を続ける優良子会社に育った。「グローバル化といっても、大事なのは文化

や理念を理解しあうこと」という信念が固まった。雅夫は「帝王学を授けたつもりはない

が、自分で面白くなって経営の深みにはまったんだろう」と見守る。95 年に代表権を返上、

「仕事ができる人できない人」などベストセラー書も出し、「息子に口を出す暇がない」と

笑って講演に飛び回る。組織の老化防止へ。機敏に経営加減速。戦後ベンチャーの草分け

も創業から 56 年と“還暦”を迎えつつある。社員の平均年齢は 38 歳とこの 10 年で 4 歳上

がった。放っておけば組織は確実に老化する。「レースに挑むようにアクセル、ブレーキと

も素早く踏みこむ」。厚が思い描く経営スタイルに、組織全体が機敏に反応する足腰の強さ

をいかに保つか。市場の激変はベンチャー精神を呼び覚ますチャンスでもある。＝敬称略。

（京都支社 福田芳久）。ほりば・あつし ７１年（昭４６年）甲南大理卒、７２年堀場製

作所に入社、米子会社出向。７７年カリフォルニア大大学院卒、８２年取締役、８８年専

務、９２年１月から社長。京都府出身、５３歳。 

堀場製作所堀場製作所堀場製作所堀場製作所    ○○○○○○○○年年年年○○○○月月月月○○○○日日日日『『『『堀場製作所創立堀場製作所創立堀場製作所創立堀場製作所創立 25252525 周年記念誌周年記念誌周年記念誌周年記念誌』』』』    

堀場製作所堀場製作所堀場製作所堀場製作所    2003200320032003 年年年年 1111 月月月月 26262626 日日日日『『『『DNA of HORIBADNA of HORIBADNA of HORIBADNA of HORIBA    堀場製作所創立堀場製作所創立堀場製作所創立堀場製作所創立 50505050 周年記念誌周年記念誌周年記念誌周年記念誌』』』』    

ASTEMASTEMASTEMASTEM『『『『創業者創業者創業者創業者にににに学学学学ぶぶぶぶ精神精神精神精神』』』』インタビューインタビューインタビューインタビュー    

 
注 
1本ケース作成にあたっては、堀場製作所最高顧問堀場雅夫氏のほか、堀場製作所経営企画
部長丹治氏、コーポレートコミュニケーション室長前野晃男氏・同室神馬哲也氏のお世話
になった。記して謝意を表する。ただし、本稿に含まれているかもしれない誤謬などは一
切、執筆者・木下俊平、及び校訂／監修者・定藤繁樹に帰すものである。 
 

    


